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ごあいさつ

平成から令和へと元号が変わると同時に、世界各国で新型コロナウイルスが猛威をふ
るい、我が国でも感染が拡大し様々な影響を受けました。地域福祉においても、従来か
ら進めてきた人とひととのつながりづくりや課題解決に向けた活動などの取り組みが停
滞すると同時に、コロナ禍における生活困窮世帯への資金の貸付事業などから新たな生
活課題も顕在化し、次期地域福祉推進計画を策定する上での問題提起となりました。
今後は、福祉・介護・医療や教育、そして社会経済においても、今までにはなかった

「新たな生活スタイル」を取り入れながら、地域福祉の推進にあたる必要があります。

第６次地域福祉推進計画では、市内の各まちづくり計画の策定を進める話し合いの場
に参加し、福祉部分の計画を推進してまいりました。また、ひきこもりや障害などによ
り様々な課題を抱え悩まれている方々が、参加することを通じて元気になれる居場所づ
くりや、市民向けに障害の理解を深める学習の機会などを充実してまいりました。
国は地域共生社会の実現に向けて、地域住民や様々な主体が参画し、世代や分野を超

えて、人とひと、人と社会がつながり、支えあう取り組みを進めようとしています。こ
れらに対応するため、行政とともに、地域住民をはじめ様々な関係機関が参画する「宝
塚市セーフティネットシステム」を構築してまいりました。

第７次地域福祉推進計画では、継続して取り組む事業や強化する事業を明らかにし、
また、地域住民による早期発見・早期対応の活動と、それらをサポートする専門職を紡
ぎ合わせて、制度では解決できない課題への対応などを充実し、強化することが、重要
となっています。
本計画では、主に、まちづくり計画の実行や子どもと親の支援、様々な当事者の参加

と活躍、包括的な相談支援体制を構築することを基本目標に盛り込みました。これから
の５年間も、市民の皆様をはじめ各種団体や当事者、民間事業者、専門機関、行政とと
もに、地域福祉の推進、さらには地域共生社会の実現に向けて取り組んでまいりますの
で、より一層のご理解とご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

最後になりますが、本計画の策定にあたり、ご尽力を賜りました策定委員会の委員の
皆様をはじめ、ご意見を賜りました市民の皆様へ心より感謝とお礼を申し上げます。

　　令和４年４月　　　　　　　　　　　
社会福祉法人　宝塚市社会福祉協議会

理事長　福　本　芳　博



第７次地域福祉推進計画の策定にあたって

社協が市民と共に策定する地域福祉推進計画は、行政が策定する地域福祉計画に対して、民間
（当事者・住民・事業者）が主となって、開発的、先導的に取り組む地域福祉の計画です。７次目
にあたる今期の計画はこれまでにもまして、次の９つの課題を検討する計画となりました。
１）少子高齢、人口減少、世帯の縮小化が進行する社会状況の構造変化に影響を受ける地域社会へ
の対応を意識する。

２）地域、事業者、行政の三者ともに担い手不足が進行する中で、責任を押し付け合わない三者の
協働を市民主体を基盤として促進する。そのため、社協は地域福祉の中間支援機能を発揮する。
（注．中間支援機能の解説は本編に記載）

３）市は第３期の地域福祉計画において、自治体に義務化された包括的な支援体制づくりを総合相
談支援体制を含む宝塚市セーフティネットシステムの充実として取り組む改革を行っている。
それらを民間の立場から協働・促進しつつ、さらに先の課題を先導的に開拓する計画とする。

４）市の総合計画においてまちづくり計画が位置づけられた段階で、まちづくり計画の福祉領域を
さらに充実していくための市民への支援と協同・協働を進める。

５）とくに、社会的孤立への対応を身近な圏域から取り組むために、小学校域だけでなく、自治会
域を基盤に取り組む。一方で地域を越えた多様な主体のテーマ型のつながりを広げることを意
識する。

６）多世代交流の中で、とくに子どもが育ちやすい地域づくりを子育ちと子育てに焦点を合わせて
学校も含めて取り組む。

７）そのために、次世代の若者層が地域社会に参加しやすい活動やしくみを考える。
８）もっとも地域福祉として重要な、誰も排除しない・取りこぼさない社会的包摂と、多様な人が
お互いを認め合える豊かな多様性のある地域共生社会をめざす。

９）具体的には、障害のある方の地域社会参加や多様な生活課題を抱えた当事者がお互いにつなが
る当事者会（セルフヘルプグループ）の支援を強化する。

以上のような課題認識のもとに計画策定委員、社協の理事・評議員、行政関係者を中心に多くの
前向きなご意見とご提案をいただきました。とくに、垣根の高い福祉ではなく、市民目線のフラッ
トな誰もが参加しやすい地域福祉の推進のあり方をご提案いただきました。また、この協議の過程
で、計画の推進責任を担う社協職員のケア、相談、地域、総務（マネジメント）各部署の職員の協
議も進められたことを申し上げておきます。
本計画は、行政の地域福祉計画と合わせて今後の宝塚の地域福祉の見取り図となる計画です。こ

の計画をお読みいただき、どの部分に協働できるかをご検討いただき、皆様の手でそれらを大きく
広げ、宝塚の未来を共につくっていただくことを祈念いたします。

第７次地域福祉推進計画策定委員長
関西学院大学　人間福祉学部　教授

藤　井　博　志
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1 宝塚市社会福祉協議会

１	 社会福祉協議会とは
社会福祉協議会（以下、社協）は、社会福祉法第109条で「地域福祉の推進を図ることを目的と

する団体」として、すべての都道府県、市区町村に設置された民間の団体です。
社協は、地域住民や多様な関係者が協働して、つながりづくりをはじめとする地域福祉活動を進

めています。また、様々な地域生活課題を地域全体の問題としてとらえ、みんなで考え、話し合い、
活動を計画し、協力して解決を図ります。これらの取り組みを通じて、安心して暮らせる地域づく
りと地域福祉の推進をめざしています。

２	 社会福祉協議会のはたらき
宝塚社協は、「安全で安心な楽しいまちをみんなでつくろう」を組織の基本方針として、「協議

体」「運動体」「事業体」の３つの側面から総合的に事業をおこなっています。
また、地域福祉を推進していくために、「地域福祉への住民の参加・参画」「地域自立生活の相談
支援」「地域ケアの開発・推進」「包括的支援体制の促進」の４つの機能で組織マネジメントをして
います。
「地域福祉の中間支援組織※」として、新たなニーズへ対応するために、地域や行政、各団体の

媒介役としてネットワークをつくり、多様な主体の協働による活動の開発を進める役割があります。

※地域福祉の中間支援組織：中間支援組織とは行政と地域や企業・事業者の間にたって様々な活動を支援する組織のことであるが、宝
塚社協は、地域生活課題を解決するために多様な人や団体の支援をはじめ、当事者を含む地域住民、福祉専門職、民間事業者、協同組
合、行政等の多様な主体をつなぎ、協議・協働によって活動や事業の創出、社会への働きかけや権利擁護などをおこなう。

社会福祉協議会の役割

第 1 章
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▲
�地域福祉の中間支援組織としての社協のはたらき� 	
（社協基本方針と３つの側面、４つの地域福祉推進の機能）

３ つ の 側 面

４つの地域福祉
推進の機能

（地域福祉の
中間支援機能）

社協基本方針 安全で安心な楽しいまちをみんなでつくろう

① 協議体	 話し合いによって地域福祉を進める
② 運動体	 地域生活課題とその解決を社会に働きかける
③ 事業体	 �地域生活課題に対応する取り組みを先駆的に開発・

実施する

①	地域福祉への住民の参加・参画
	 地域福祉への当事者・地域住民の参加支援の機能
②	地域自立生活の相談支援
　 地域生活を支えるための総合相談支援
③	地域ケアの開発・推進
	 �新たな地域生活課題に対応する地域ケア・地域福祉サービス
の開発・推進

④	包括的支援体制の促進
	 �生活者中心の仕組みとしての住民と専門職などの重層的な協
働ネットワーク

宝塚市社会福祉協議会「市民がつくる地域福祉のすすめ方」改訂版15・16頁を一部改編

地域福祉への
住民の参加・参画

多様な主体による
地域福祉活動・事業

社協の活動・事業

◦住民主体の運営
◦�協議体、運動体、
事業体の３つの	
側面を有する組織	
マネジメント

地域ケアの開発・推進

協働・開発

協働・開発

協働・開発

協働・開発

包括的支援
体制の促進

地域自立生活
の相談支援



3 宝塚市社会福祉協議会

１	 地域を取り巻く現状
今日の地域社会では、人口減少、少子高齢化、核家族化などが進み、単身世帯や単身高齢者が増

加しています。そのことで、人と人との関係性の希薄化、地域や家族での助け合いなどの機能が弱
まり、社会的孤立の問題は年々、深刻化しています。このことは、児童虐待やひきこもり、ヤング
ケアラー※をはじめとする様々な地域生活課題の要因となっています。

また、個人の価値観・生活スタイルも多様化し、異なる価値観を持つ相手を差別や排除する問題
も根強く残っています。

さらに、個人や世帯で複数の課題を抱え、いわゆる8050問題※などの複合的な支援が必要となる
事案も増えています。しかし、制度の縦割りや制度の狭間で必要な人に必要な支援が行き届いてい
ない状況があります。

国は、このような社会背景から「地域共生社会の実現」を掲げました。これは、一人ひとりが生
きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことのできる地域や社会をつくるという考えで
す。また、社会的孤立の問題に対しては、「孤独・孤立に悩む人を誰ひとり取り残さない社会」を
めざし、「孤独・孤立対策の重点計画」を策定し、今後、重点的に取り組む対策を取りまとめまし
た。

宝塚市は、年少人口の減少と高齢者人口の増加による少子高齢社会となっています。学校・園が
統廃合されるなど地域人口の年齢構成による諸問題が生じています。一方、市内の一部の地域では、
若い世代の人口増加による保育や学童保育の待機児童問題があります。また、地形による問題もあ

※ヤングケアラー：法令上の定義はないが、一般に、本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的におこなってい
るような子どもとされている。
※8050問題：80代の親が50代の子どもの生活を支えるという状況から生まれる各種問題を総称した言葉。背景には親の高齢化や子
どものひきこもりの長期化の問題などがある。

計画策定の概要

第 2 章
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り、坂が多い地域では、スーパーや商店などの生活インフラや交通インフラ整備にも差が生じてい
ます。いわゆる「買い物難民」「交通難民」などの問題も生じ、それらに対応するため地域住民に
よる活動や地域住民と民間事業者の協働による取り組み（移動型店舗、宅配、移送サービス、コミ
ュニティバスなど）がおこなわれています。

さらに、令和２年からの新型コロナウイルス感染症拡大は、私たちの暮らしに大きな影響があり
ました。経済活動が停滞し、生活困窮や生活不安定層の拡大で「生活福祉資金特例貸付」の申請が
激増しました。生活困窮者自立支援事業を担う「せいかつ応援センター」への相談も急増しました。
また、学校・園が休校・休園となり、教育分野だけでなく、地域での子どもへの支援の必要性がよ
り一層高まりました。地域活動や協議の場、各種イベントも中止となる動きが広まり、通所系の介
護サービスでは利用を控えたり、ボランティアの受け入れを取りやめたりするなど、いずれも「地
域でのつながりづくり」に積極的に取り組んできた社協として、想像もしなかった事態に陥りまし
た。

今後も変化し続ける社会情勢の中で、時代に即した地域福祉の推進が求められています。今後、
様々な地域生活課題に対応しながら人と人がつながり、支え合いながら、誰もが安心して地域で暮
らせるまちづくりをめざし、第７次地域福祉推進計画（以下、７次計画）を策定しました。

２	 第７次地域福祉推進計画の位置づけ
地域福祉推進計画とは、めざす福祉目標、それに向けた取り組み方針や内容を幅広い住民や関係

者が共有し、様々な協議の場で話し合いながら地域福祉を進める、民間の先駆的・開発的な活動計
画です。

７次計画は、第６次地域福祉推進計画（以下、６次計画）を先行計画とし、６次計画での実践の
評価や近年の地域を取り巻く現状を鑑み策定しました。また、宝塚市地域福祉計画（第３期）をは
じめとする行政計画や地域ごとのまちづくり計画との整合性を図ります。

宝塚市では、社会福祉法第107条に基づき、宝塚市地域福祉計画（第３期）を令和３年度に策定
しました。市町村の福祉の各分野別計画（高齢者・障害者・児童等）の共通的な事項を記載する上
位計画と位置づけ、地域生活課題を解決するための仕組みや取り組みを計画的に進めています。

市内のまちづくり協議会では、地域の現状や課題、ニーズを踏まえ、将来像を共有しながら、基
本目標や具体的な取り組み等を取りまとめた「まちづくり計画」をすべての地域（20か所）で策定
しています。

７次計画の推進にあたっては、国の動向やこれらの計画と連携・協働を図りながら推進していき
ます。



5 宝塚市社会福祉協議会

 
 

宝塚市社会福祉協議会
第7次地域福祉推進計画

宝
塚
市

宝
塚
市
総
合
計
画

宝
塚
市
地
域
福
祉
計
画

がい

地域ごとの
まちづくり計画

第７次地域福祉推進計画の位置づけ



第　
１　
章

第　
２　
章

第　
３　
章

第　
４　
章

資　
料　
編

6第７次 地域福祉推進計画

３	 第６次地域福祉推進計画の評価
７次計画の策定にあたり、６次計画の実施目標・事業項目ごとに「６次計画の成果」と「７次計

画への課題」について点検と評価をおこないました。

■第６次地域福祉推進計画の評価
（１）福祉でまちづくり

①小学校区域
における

　生活基盤の
整備

６次計画
の成果

●地域ささえあい会議、校区ネットワーク会議などが増え、地域生活課題
の発見力が高まった。

■地域活動の中で障害者の参加が進んでいない現状があり、各まちづくり
計画の中に障害者等への理解促進等の取り組みが盛り込まれた。

■誰もがふらっと立ち寄れる拠点として、長尾地区センター、ごてんやま
地区センターを再整備した。

■相談・発見・つなぎの役割ができる「くらしのパートナー」の取り組み
を開始した。

７次計画
への課題

■子育て世代や障害当事者、民間事業者の参画を得たまちづくりを進める
ことが必要である。

■地域ささえあい会議がおこなわれていないエリアでの立ち上げと、校区
ネットワーク会議の充実を図る。

■まちづくり計画に基づき、誰もが参加できる居場所づくりを進める。
■くらしのパートナー活動を広げる必要がある。

②地域福祉を
支える人づ
くり

６次計画
の成果

●子育て世代、シニア世代、専門職などとのパートナーシップが広がった。

■子育て世代対象のセミナーをきっかけに、活動者間の新たなつながりづ
くりが進んだ。

■シニア世代を対象とした地域貢献型講座を開設し、地域で活躍する人材
が増えた。

■多様な分野の民間事業者と関係機関で構成する協議の場づくりを進め、
福祉と民間事業者による協働の取り組みが始まった。

■社会福祉法人連絡協議会と協働で専門職向け地域福祉研修を実施し、地
域と高齢、障害、児童の専門職間ネットワークづくりが進んだ。

７次計画
への課題

■子育て世代と地域団体がつながるプログラムづくりが必要である。
■シニア世代が活躍できる場づくりが必要である。
■専門職間の連携を強化し、地域住民との協働による実践を推進する必要

がある。
■６次計画に引き続き、地域生活課題の解決に向けて、民間事業者などと

のネットワークづくりを進める必要がある。
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（２）多様性を認めあう共生の地域づくり

①当事者の社
会参加や活
躍を可能に
するまちづ
くり

６次計画
の成果

●障害者への理解が深まりつつある。
●ひきこもりがちな方の活動が始まった。

■まちづくり計画で「障害者への理解促進」等を掲げた地域が増えた。ま
た、当事者の理解促進のため、学習会・協働プログラムなどの取り組み
が始まった。

■学校での福祉教育については、学校との協働による福祉教育連絡会をお
こない、当事者中心の体験プログラムなどを進めた。

■福祉専門職と当事者・団体の相互理解を深める場にて、コロナ禍の障害
者の生活支援について話し合い、オンラインによる当事者間の交流会や
ボランティアによる買い物支援をおこなった。

■当事者同士のつながりの場として「セルフヘルプグループ交流会」を開
催し、次年度以降も継続することとなった。

■ひきこもりがちな方などへの参加プログラムとして「事務体験Day」を
おこなった。プログラムの参加者の中から民間事業所の就労につながっ
た。

■ひきこもり当事者のセルフヘルプグループとして「スミレン’ｓワークい
ろり」が立ち上がった。企業からの仕事を請け負う仕組みができた。

■地域住民や障害当事者による居場所づくりを考える会が立ち上がり、総
合福祉センターの元喫茶スペースの活用についての話し合いが始まっ
た。

■４名の市民後見人を輩出した。また、虐待予防と権利擁護を進めるため、
市民後見人養成講座修了生が障害者福祉施設へ訪問する活動を開始し
た。

７次計画
への課題

■当事者一人ひとりのニーズに合ったつながりづくりや社会参加（地域活
動）を進める必要がある。

■当事者の社会参加を進めるために、地域活動や福祉サービスなどの情報
を整理し、発信を強化する必要がある。

■障害福祉の理解を深めるため、当事者との協働による福祉学習プログラ
ムを充実する必要がある。

■セルフヘルプグループの新たな立ち上げ支援とともに交流会を開催し、
必要とする方への参加のきっかけづくりを進める。

■ひきこもりがちな方への就労体験の機会を確保するため、民間事業者な
どへ継続的に依頼をおこなう必要がある。

イラスト：じじ研究員
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8第７次 地域福祉推進計画

（３）ささえあう仕組みづくり

①地域福祉の
課題解決に
向けた協働

６次計画
の成果

●多分野の専門職や民間事業者による協働の活動が進んだ。
●地域住民と専門職との関係づくりが進んだ。

■宝塚市セーフティネット会議で、生活困窮や社会的孤立などの問題につ
いて、せいかつ応援センターだけでは解決が困難な課題を整理する必要
性が明らかになった。

■宝塚市のひきこもり支援として「ひきこもり支援ネットワーク」が発足
した。

■各ブロックエリアにおいて地域生活支援会議を開催し、住民や専門職間
のネットワークづくりが進んだ。

■高齢、障害、児童分野の専門職向けの地域福祉研修を行い、分野間の連
携や関係づくりが進み、地域住民と協働する実践が増え始めた。

■たからづか地域見守り隊の登録事業者数が増加し、地域の発見力が高
まった。

■生活困窮者自立支援事業と生活福祉資金事業を一体的に運用し、コロナ
禍における様々な相談や地域生活課題にスムーズに対応することができ
た。

７次計画
への課題

■社会福祉法人連絡協議会との協働による福祉分野を超えた総合相談の体
制づくりを進める必要がある。

■地域住民と専門職による課題解決の実践（認知症、ひきこもり、8050
問題など）を充実していく必要がある。

■地域生活課題に対応するため、社会福祉法人による地域貢献の取り組み
を波及していく必要がある。

■日常生活圏域での見守り・支え合い活動の体制づくりを継続して充実し
ていく必要がある。

②地域共同ケ
アとその体
制づくり

６次計画
の成果

●地域共同ケア拠点を充実した。
●緊急時一時・24時間対応のできる支援体制を整備した。

■社協７拠点（安倉・光明・仁川デイ、鹿塩の家・野上の家・ふれあいあ
さひ・安倉南身体障碍者支援センター）で、運営委員会を設置した。

■社協ケア拠点（光明デイ）では、運営委員会の意見をもとに、誰もが過
ごせる地域交流スペースや緊急時対応のできる拠点として改修した。

■医療・福祉・地域の連携を進める総合相談機能として、「スミレン小林
介護ステーション」を開設した。また、24時間支援体制の「定期巡回
随時対応型訪問介護看護事業」「夜間休日緊急対応事業」を立ち上げ、
実施することができた。

■社会福祉法人連絡協議会の防災部会が立ち上がり、法人間の協働による
防災訓練や福祉避難所の要援護者受け入れシミュレーション体験をおこ
なった。

７次計画
への課題

■社協ケア拠点を活用し、地域共生ケアや緊急時宿泊対応を継続していく
必要がある。

■障害のある高齢者や重度障害者の在宅生活を支えるためのサービスや仕
組みを開発する必要がある。

■災害時の対応について、各法人間の連携や協働による体制を構築する必
要がある。

■総合相談支援体制の構築のため、生活困窮者支援を軸に社協における課
題検討や連携についての協議や実践が必要である。

■子どもに関する相談支援体制について、地域と各機関のネットワークづ
くりを進めていく必要がある。
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（４）地域福祉の基盤づくりと計画・マネジメント

①地域福祉の
基盤整備と
マネジメント

６次計画
の成果

●地域生活課題を解決する全市的なネットワークが立ち上がった。
●社協組織において各プロジェクトを立ち上げ、制度新設・見直しをおこ
なった。
●定期的に６次計画の評価・点検をおこなった。

■行政と協働し、宝塚市セーフティネットシステムを立ち上げ、解決のた
めのネットワークを進めることができた。（宝塚市セーフティネット会
議や地域生活支援会議、地域福祉研修の実施など）

■「子どもと地域を考えるラウンドテーブル」や「就労支援プロジェク
ト」、「地産地消プロジェクト」などが立ち上がり、地域住民や関係団体、
民間事業者間の話し合い、協働による活動が始まった。

■ひきこもりの方の支援として、企業の協力を得て、就労体験をできる場
が増えた。

■社会福祉法人連絡協議会が発足し、防災や地域貢献をテーマとした取り
組みが始まった。また、専門職向け地域福祉研修については、行政・法
人連絡協議会とともに、運営、共催することができた。

■基盤整備研究会や担当課を超えた課題解決に向けたプロジェクトチーム
を立ち上げ、社協組織・経営の課題を見直し、社協会員制度の見直し、
24時間体制の取組みや人事制度の構築などの改善・改革を進めた。

■地域福祉活動推進委員会を毎年開催した。計画の進行管理・評価に加え、
時節に応じた社会課題（地域共生社会や子ども、当事者の地域での相互
理解と社会参加等）への対応について協議をおこなった。

７次計画
への課題

■国が推進する包括的支援体制整備の構築として、宝塚市セーフティネッ
トシステムをさらに充実させていく。そのために、社協として地域福祉
の中間支援機能をさらに強化していく。

■社会福祉法人連絡協議会と協働し、地域貢献活動を充実する必要がある。
■社協組織の基盤強化（人事、財政、事業）として、職員の確保、定着、

育成を進める必要がある。
■新たな地域生活課題に対応するために、多様な人や団体と協働し、事業

や取り組みを開発していく必要がある。
■地域生活や地域福祉活動にとって有益、有用な情報を、必要としている

方々に届くような情報提供を強化していく必要がある。
■地域生活課題に対応する様々な活動に必要な活動財源を確保していく必

要がある。

イラスト：じじ研究員
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４	 宝塚市におけるエリア設定
宝塚市では、協議協働の範域を４つのエリアに分け、各エリアの機能を活かした地域福祉活動が

展開されています。７次計画においても、引き続き各エリアの機能を意識しながら、ネットワーク
づくりや課題解決に向けた協働による活動を展開していきます。

社協は、主に自治会～小学校区エリアでは地域住民との協働、小学校区～ブロックエリアでは専
門職との協働、主にブロックエリア～全市域においては行政などと協働しながら活動を展開してい
ます。

７次計画では、地域住民と専門職や行政との関わりが増え、地域との連携・協働がさらに深まる
ことをめざし、地域福祉活動を展開していきます。

また、ひきこもりや不登校など身近なエリアで対応しにくい課題については市内の活動や団体だ
けに留まらず、市外を含む広域で活動する団体・組織・民間事業者などとも連携をしていきます。

▲ �

宝塚市におけるエリア設定及び７次計画におけるエリア設定
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▲ �

エリアにおける機能・位置づけと活動者（イメージ）
単位 機能・位置づけ 主な活動者・参加者

地域ささえあい会議
（隣近所、自治会単位）

個別の見守りと
災害時など緊急支援のエリア

自 治 会、 民 生 委 員・ 児 童 委 員、 サ
ロン・ミニデイなどの活動者など

校区ネットワーク会議
（概ね小学校区）

地域の協働による
支援のエリア

まちづくり協議会、自治会、民生委
員・児童委員、老人クラブなど

ブロック会議・
地域生活支援会議

（７つの地区・ブロック
【日常生活圏域】）

情報連携や
情報受発信のエリア

まちづくり協議会、自治会、民生委員・
児童委員、老人クラブ、社会福祉協議
会地区センター、地域包括支援センター、
障害相談支援事業所、児童館など

宝塚市セーフティネット会議
（全市域）

セーフティネット
となるエリア

宝塚市、社会福祉協議会、ボランティ
ア・市民活動団体、当事者団体など

出典：宝塚市地域福祉計画（第３期）に一部加筆
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▲ ��

宝塚市セーフティネットシステム概念図　（※大きい図は資料編45ページ参照）

地域住民や関係機関の連携と、課題解決に向けた循環型ネットワークの形成
～生活困窮者自立支援制度だけに課題を留まらせない～　出典：宝塚市地域福祉計画（第３期）

５	 宝塚市セーフティネットシステムの推進
宝塚市では「宝塚市セーフティネットシステム」の一環として、制度の狭間・複合的な支援が必

要な方への対応など、住民の抱える生活課題を「受け止める」ための総合相談支援のネットワーク
づくりを進めています。そのために、住民・専門職による地域生活課題の把握と解決を図る仕組み
として、官民協働で各エリアにおける会議体づくりを進めています。

７次計画では、宝塚市セーフティネットシステムを推進していくために、基本目標のうち、「お
互いさまのまちづくり」「多様性を認め合えるまちづくり」「自分らしい暮らしを支える仕組みづく
り」を核とし、１つ目の目標では住民による協議・協働から見出された課題の共有と解決に向けた
活動を、２つ目の目標では専門職による連携と協働による課題解決の仕組みづくり、３つ目の目標
では多様な主体間による新たな社会資源や事業・取り組みの開発に努めます。

また、宝塚市セーフティネット会議では地域生活課題の解決を図る循環型のシステムとして、地
域生活課題の整理をおこない、その解決の方向性について話し合う会議体として運営していきます。
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▲ ��

ささえあう仕組みづくり
　～地域福祉における課題解決のネットワークイメージ図
エリアごとの会議体と課題解決に向けたネットワークづくり、生活困窮者自立支援事業を核と
した相談機関と行政庁内の連携（※詳細は30ページ参照）

話合い
地域ささえあい会議

話合い
校区ネットワーク会議

ブロック会議

まちづくり
の推進

地域課題
普遍化

共通課題
の協議

地域開発型
の取組

地域課題化検討部会

庁内連携会議
（宝塚市生活困窮者
自立支援推進会議等）

地域生活
支援会議

宝
塚
市
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
会
議

せ
い
か
つ
応
援

セ
ン
タ
ー

総
合
相
談
支
援

体
制
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

社
協

課
題
調
整
会
議

まちづくり
計画

福祉学習

専門職による
　　個別支援（相談・ケア）への対応、地域支援、総合相談、
　　専門職ネットワーク

多様な人と団体の協働による開発型の取り組み

活動

SOSが発信
しやすい地域

福祉学習 活動

おおむね自治会エリア

住民による
協議・協働

住民と専門職の
協議・協働

小学校区エリア ブロックエリア 全市エリア

相談支援体制の強化・エリアチームの整備

課題の共有
と解決

６	 計画の推進期間
本計画の推進期間は、令和４年度から令和８年度までの５年間とします。また、社会情勢の変化

や宝塚市地域福祉計画と整合性を図ります。

宝塚市の福祉関連の計画とその期間
計画名 H28 H29 H30 H31/R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

宝塚市社会福祉協議会
地域福祉推進計画（５か年） 第５次 第６次 第７次

宝塚市総合計画 第５次後期計画 第６次基本計画（〜R12年度）

宝塚市地域福祉計画 第２期 第２期改訂版 第３期 第４期
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７	 本計画と持続可能な開発目標（SDGs）との関係
７次計画でめざす地域福祉推進の方向性は、国連の「持続可能な開発目標」（SDGs）の理念「誰

一人取り残さない」と重なり合うものです。そのため、SDGsの推進について「３．すべての人に
健康と福祉を」をはじめ、多様な価値観を認め合い、多様な人や団体とのパートナーシップのもと、
社会参加ができるよう地域福祉の視点で各事業に取り組んでいきます。

■「持続可能な開発目標」（SDGs）とは
Sustainable Development Goalsの略で、2015年の国連サミットで採択され、持続可能な世界

を実現するための17項目のゴールと169のターゲットから構成。「誰一人取り残さない」という
誓いのもと、2030年までの目標として、世界で取り組みを進めることとしている。

SDGsの17の目標ごとの説明
（国際連合広報センター　HP）
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14第７次 地域福祉推進計画

１	 第７次地域福祉推進計画策定委員会の取り組み
計画の策定にあたっては、第７次地域福祉推進計画策定委員会（以下、策定委員会）を立ち上げ、

協議をおこないました。７次計画では、新たな地域生活課題に対応していくため、様々な立場の方
を委員として招きました。

策定委員会では、座談会を開催し委員同士で宝塚の未来について語り合い、それぞれの思いや願
いを共有しました。６次計画の評価をおこない、今後取り組むべき重要な項目を抽出し、その項目
をもとに基本目標や計画の体系、今後の主な取り組み、基本方針について協議し、策定にあたりま
した。

▲ �

策定委員会の運営について

策定委員の構成
自治会、民生児童委員、まちづくり協議会、ボランティアグループ、子育て世
代、障害当事者、障害者家族会、民間事業者、社会福祉法人、行政、学識経験
者、社協理事で構成

WEB会議の活用

コロナ禍でも継続して協議ができることと委員の参加率を高めるため、委員会
は会場参加とオンライン参加を併用して実施した。
また、WEB会議を用いたことで、社協職員も委員会での協議内容を共有し、
計画づくりを進めた。

意見シートの活用
委員会終了後には、「意見シート」を送付。
委員会で発言しきれなかったことや意見・アイデアを出してもらい、委員と事
務局で共有できるようにした。

事務局及び行政との
課題認識共有

宝塚市行政（健康福祉部、子ども未来部）や当事者団体などと協議の場を設け、
計画内容のすり合わせをおこなった。
事務局職員の協議では、各種チーム（組織横断、年齢別、職階別）で課題の整
理や計画の方向性を話し合った。

計画策定にあたって

第 3 章
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▲ �

策定委員会での協議のプロセス

座談会による意見出し
計画で実現したいこと

「第７次地域福祉推進計画で実現したいこと」について委員の意見や思いを共
有した。

【座談会から出たキーワード】
居場所、持ち場、活躍、福祉のイメージアップなど

計画の方向性について
国が示す地域共生社会の実現に向けた支援内容と策定委員からの意見より５項
目「相談支援体制」「社会参加」「まちづくり」「つなぐ」「その他」を抽出した。

重点項目の抽出

宝塚市地域福祉計画、地域ごとのまちづくり計画の内容とすり合わせ、現状の
福祉課題と重要な項目を整理した。

【福祉課題】
子どもや子育て世代が抱える問題、社会的孤立、
当事者の社会参加、居場所の拡充、防災・災害時対応

【重点項目】
①子どもや子育て
②社会的孤立
③当事者の社会参加
④居場所機能の充実
⑤災害（日常のつながり）
⑥制度狭間、複合多問題

基本目標

重点項目を踏まえて、７次計画の基本目標と実施目標・事業項目を編成した。
（19〜20ページ参照）
【基本目標】
１　お互いさまのまちづくり
２　多様性を認め合えるまちづくり
３　自分らしい暮らしを支える仕組みづくり
４　地域福祉の基盤づくりとマネジメント

基本方針
委員会での議論を総括し、基本目標、実施項目の内容から抽出されたキーワー
ドをもとに、基本方針について協議した。
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16第７次 地域福祉推進計画

計画策定後は、主に４つの場を通じて年次ごとの計画進捗の点検や評価をおこない、中間年とな
る令和６年度には、社会情勢や福祉施策に応じた見直しをおこないます。

①プロジェクトチーム：各基本目標、実施目標・事業項目に基づく新たな事業や活動について、
社協内の各課を横断する職員などによるプロジェクトチームを発足し、事業・活動を立案し取
り組む。

②行政との協議：市地域福祉計画や地域ごとのまちづくり計画との関連事項について、課題の抽
出や今後の展開を協議する。

③地域福祉活動推進委員会：外部委員等で構成し、地域福祉推進計画の進行管理と評価、具体的
な方策や総合的な提言を得る。

④理事会・評議員会：①～③について総合的に点検・評価をおこなう。

▲ �

計画の進行管理について

策定委員会では毎回活発な議論や様々な意見が出されました。
委員の皆様にそれぞれの立場から「一言コラム」として、計画を通じて期待すること、策定委員
会を通じて感じたこと、これからの宝塚で大切にしたいこと、などの思いを寄せていただきました。

策定委員の一言コラム

策定委員会に参加して、たくさん
の事を学ばせていただきました。
公と個人の間をつなぐことを大切
にしたいと思います。

このまちの、この地域の一員とし
ての自覚が生まれ、思いやり、支
え合いの活動につながっていくた
めには、みんなが自治会に加入す
ることが第一歩だと思います。

混沌とした　世の中だけど
せめて　ひとかけらでも　
届けたい
明日への　夢や希望を
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バスを待つ時間に初対面なのに
天気の話が出来る、そんな地域
の温かさが好きです。
未来へ繋げていく為に何が出来
るか、一緒に考えていきたいです。

さまざまな分野の方々とご一緒に
委員に加わらせていただき、とて
もよい勉強になりました。
この計画がこれからの宝塚のお役
に立つことを願っています。

策定委員会に参加し決意したこと
は、参画する企業が増えるように
することです。一社でも多く、計
画の想いに共感し想いを寄せる企
業を増やします。

支援を必要としている方と、その
方たちに手を差し伸べようとして
いる方々の手と手がつながり、居
心地の良いまちになってほしいと
思います。

共に生きる「あなた」の明日を
想像する。
それが「福祉」の始まり。

「お互い」の明日が、より彩り豊
かに、喜びも痛みも分け合う深
い鼓動が聞こえるように。

策定委員の一言コラム
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18第７次 地域福祉推進計画

２	 計画の基本理念と基本目標

７次計画では、「基本理念」として、みんなで未来に向け、次世代を担う子どもたちをはじめ、
様々な人と人とのつながり、人と地域とのつながり、互いの多様性を認め合い、支え合いながら自
分らしく活躍できるまちづくりをめざします。

地域を基盤としたあらゆる主体（地域住民、住民組織、専門職、民間事業者など）が、協働し、
まちづくり計画に基づき、互いに、つながり合い、支え合えるまちづくりを進める。

地域では、子どもや高齢者、障害のある方、外国籍の方など多様な生活様式や文化、価値観をも
ちながら生活している。誰もが互いを理解し、関心を寄せ、活躍できるまちづくりを進める。

多様な地域生活課題について地域住民や専門職等が総合的に受け止め、「自分らしい暮らし」を
支えられる仕組みとネットワークを構築する。

住民主体の協議体としての役割と地域福祉の中間支援組織としての役割を果たし、多様な主体の
参画を得ながら地域福祉の基盤づくりをおこない、地域福祉の活性化を進める。

基 本 理 念 「未来へつなぐ　ともに　自分らしく　輝けるまち」

基本目標１ お互いさまのまちづくり

基本目標２ 多様性を認め合えるまちづくり

基本目標３ 自分らしい暮らしを支える仕組みづくり

基本目標４ 地域福祉の基盤づくりとマネジメント

■基本理念に込めた思い

未来へ 子ども、次世代、未来志向

つなぐ 世代をつなぐ、人と人をつなぐ、地域をつなぐ（コーディネート）

ともに 互いに支え合う

自分らしく 多様性を認め合う

輝ける 役割がある、活躍できる

まち まちづくり
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３	 計画の事業体系
７次計画の事業体系は下記のとおりです。また、実施目標の中から以下の３つを重点的な取り

組みとして設定しました。（事業体系の★印の項目）
（１）協働による地域ごとのまちづくり
（２）自分らしく活躍できるまちづくり

基本理念 基本目標 実施目標

未
来
へ
つ
な
ぐ
　
と
も
に
　
自
分
ら
し
く
　
輝
け
る
ま
ち

★は本計画における重点的な取り組み

▲

第７次地域福祉推進計画　事業体系

お互いさまの
まちづくり

（１）小学校区エリアにおける生活基盤の整備
①協働による地域ごとのまちづくり　★
②日常のつながりづくりの推進

（２）多様な人や団体によるまちづくり
地域福祉の活性化を進める人づくり

１

多様性を
認め合える
まちづくり

当事者が活躍・社会参加できるまちづくり

①自分らしく活躍できるまちづくり　★

②多様な居場所、拠点づくり

２

自分らしい
暮らしを支える
仕組みづくり

協働による包括的な支援体制の構築

①地域福祉の課題解決に向けた相談体制の強化

②子ども・親支援の充実　★

③地域生活を支えるケアの推進

３

地域福祉の
基盤づくりと
マネジメント

（１）地域福祉の中間支援機能の強化

（２）新たな課題に対応した社協組織のマネジメ
ント

４
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20第７次 地域福祉推進計画

（３）子ども・親支援の充実
地域づくりや当事者の社会参加、福祉と教育の連携強化などの取り組みを通じて、地域共生社

会の実現に向けて取り組みます。

事 業 項 目

地域福祉の中間支援機能を強化するためのネットワークづくり
災害時の体制強化

情報発信及び広報の強化　／　市民活動や団体のコーディネート機能の強化
課題解決に向けて地域と協働する社協職員の育成　／　課題に対応する地域福祉財源の確保
第７次地域福祉推進計画推進のための取り組み

相談支援体制の強化　／　地域と福祉専門職との協働の場づくり　／　制度狭間への対応の強化

福祉・教育・地域のネットワークづくり　／　孤立しない子育て支援

地域と協働した切れ目のない支援体制づくり
地域共同ケア拠点における新たな社協事業の実施

（共生型サービスや小規模多機能居宅介護事業、療養通所介護事業など）

社会参加のニーズ調査
当事者組織の運営支援と当事者の参加支援
ひきこもり当事者への支援
福祉学習の充実

誰もが参加しやすい居場所・拠点づくり

子育て支援活動、障害当事者の居場所や学びの機会づくり
地域と民間事業者とのネットワークづくり　／　校区ネットワーク会議と協議の場づくり

SOSを発信しやすい地域づくり

多様な人の参加・協働による人づくり
住民と協働できる専門職の養成・民間事業者との協働
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１	 お互いさまのまちづくり
（１）小学校区エリアにおける生活基盤の整備
まちづくり協議会が策定した地域ごとのまちづくり計画（以下、まちづくり計画）における居場

所づくりやつながりづくりを、身近な地域での交流や支え合い活動によって進めます。
自治会エリアや小学校区エリアにおける日常生活で、誰もが気に掛け合い、困った時にＳＯＳの

発信が出しやすい地域づくりを進めます。

①協働による地域ごとのまちづくり
住民が主役となり、行政や専門職、民間事業者との協働による地域ごとのまちづくり計画を進め

られるよう支援します。地域ごとの生活課題に応じて、より多くの人や団体が参画できる協議の場
づくりなどをおこないます。

【主な取り組み】

子育て支援活動、障害当事者の居場所や学びの機会づくり 活動・事業

小学校区エリアにおける子育て支援活動（子どもの居場所、多世代交流な
ど）の現状と子育て世代が必要とする活動をさらに把握し広げる。

子育て世代がまちづくり協議会などの地域活動へ参画することを促し、世
代間で出会い、交流できるネットワークづくりを進める。

・福祉コミュニティ支
援事業

・福祉学習交流会

障害福祉の理解を深めるため、障害当事者や地域住民、障害者相談支援事
業所が連携し、交流や学習の機会をつくる。

障害当事者が参加しやすい地域の居場所づくりを進める。

身近な地域の情報を適切に届けるための方法などについて話し合う場をつく
る。

計画における事業展開

第 4 章
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22第７次 地域福祉推進計画

※たからづか地域見守り隊：宝塚市・宝塚市社会福祉協議会が推進する見守り活動支援の仕組み。登録事業者（店舗や企業、配達業
者、郵便局、金融機関など）が地域住民の気になることや異変を察知した場合に、地域包括支援センターや社協に連絡し、対応を依頼
する。

地域と民間事業者とのネットワークづくり 活動・事業

地域の活性化のために、まちづくり協議会や民間事業者（商店、金融機関、
公益法人等）との協働による取り組み（交流行事、防災訓練など）を進める。

たからづか地域見守り隊※の取り組みを通じて、地域と民間事業者とのつな
がりづくりを進める。

・校区ネットワーク会議
・たからづか地域見守

り隊事業

校区ネットワーク会議と協議の場づくり 活動・事業

まちづくり計画の実現や新たな地域生活課題について話し合う場として、
校区ネットワーク会議の運営支援やその他の協議の場づくりをおこなう。

課題解決に向けた話し合いの場には、障害当事者・団体や民間事業者の参
加を調整するなどの運営支援をおこなう。

・校区ネットワーク会議
・福祉学習交流会

社協はまちづくり計画の福祉分野の推進を目的として、校区ネットワーク会議をはじめとした住
民の多様な話し合いの場の運営支援をおこないます。

また、まちづくり計画に描かれている「地域の将来像」の実現にむけた協働を、７次計画で計画
している活動・事業を通じておこないます。

▲

まちづくり計画の協働による推進

協働・協力
体制の整備

話し合いと協働 活動評価

セルフヘルプ
グループ

ボランティア民生委員
児童委員

自治会

NPO

事業者 団体

行政

社協

小学校区エリアの話し合いの場づくり
校区ネットワーク会議の充実

第7次地域福祉推進計画

子育て支援活動、
障害当事者の
居場所や学びの
機会づくり

地域と
民間事業者との
ネットワーク
づくり

SOSの発信
しやすい
地域づくり

ま　 ち

地域の将来像
協働

活動・実践

まちづくり
計画

まちづくり
協議会
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9 

基本目標 具体的な取り組み
継
続

新
規

スケジュール（西暦） 役割分担（協働の領域）

備考20

年

第６次総計 ①

市民

②

主に

市民

③

市民と

行政

④

主に

行政
21

年

22

年

23

年

24

年

25

年

4 コミュニティスクールの推進 〇 〇 

5 学校行事、体験学習、登下校時等への住

民の協力 
〇 〇 個人の協力も得る 

6 地域の食材を活かした給食の推進 〇 〇 

7 地域住民の PTA・PTCA活動への参画、協

力 〇 〇 

PTCA、PTAに頼らない

住民がこぞって協力

する体制づくり 

７．人に温かく思

いやりのあるひ

とづくり 

（１）地域で子どもたちを育てる活動の拡大 

1 スクラム会議の充実と情報の共有 〇 〇 

2 地区公民館の開放等による子どもの居

場所づくりの推進 
〇 〇 

自治会の協力体制の

構築が不可欠 

3 子ども集団（子ども会ほか）の活性化へ

の支援 
〇 〇 

子ども会衰退への対

処 

4 子育て世代への支援活動（地区による見

守り等）の充実 
〇 〇 

「地域で子どもを育

てる」伝統の再構築 

5 児童館活動との連携のための住民組織

の強化 
〇 〇 

【産業・環境】 

８．農あるまちづ

くり 

（１）農業生産の効率化・合理化 

1 農地の集約化 〇 〇 

2 農業法人化の推進 〇 〇 

3 中核施設の整備 

〇 〇 
ライスセンター、育

苗施設の充実 

参考　まちづくり計画（一部抜粋）

出典：西谷地区まちづくり協議会

②日常のつながりづくりの推進
日常生活の基盤となる自治会エリアで、見守りや支え合い活動、防災活動などを通じて、日常的

なつながりづくりを進めます。
地域住民や民生委員・児童委員、自治会、専門職が連携することで、支援の必要な方を早期に発

見し、支え合える地域づくりを進めます。

（２）多様な人や団体によるまちづくり
誰もがつながり合えるまちをめざし、子どもから大人まで多くの方々が学びの場への参加を通じ

て、つながり合い、助け合える人や団体の輪を広げます。

地域福祉の活性化を進める人づくり
生きがいづくりや得意なことを活かした人や団体、民間事業者などが、互いに協力し合い、誰も

が支え合える地域づくりを進めます。また、様々な人や団体が互いに協働できるようにコーディ
ネートする人材を増やします。

福祉学習や各種講座への参加をきっかけに、新たな活動を生み出し、参加者同士の出会いや仲間
づくりを進めます。

【主な取り組み】

SOSを発信しやすい地域づくり 活動・事業

日常生活での外出先（美容院やコンビニ等）でつながり合える場を把握し、
多様な人や団体による見守り・支え合い活動の体制づくりを進める。

・地域ささえあい会議
・自治会・地域見守り

支援事業
・ふれあいいきいきサ

ロン支援事業
災害時にも強い地域をめざし、地域ささえあい会議や災害時要援護者支援

制度※を通じて、行政や専門職などの連携強化を進める。

https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/shisei/shiminkatsudo/1037856.html
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24第７次 地域福祉推進計画

※災害時要援護者支援制度：要援護者（高齢者や障害者）など、災害時に自分の力では避難が困難な人を、地域（自治会・民生委員・
児童委員・まちづくり協議会など）で連携して、支援する取り組み。
※社会福祉法人連絡協議会：宝塚市内の社会福祉法人（高齢・障害・児童・保育等の福祉施設・社協など）が連携をとって情報交換や
課題共有をしながら、住民とともにより良い地域づくりをするネットワーク
※セルフヘルプグループ：何かしらの生活の難しさを感じている人が、同じような悩みを抱えている人々と互いに支え合い、その困難
さを乗り越えることを目的とした集まり。自助グループ、相互援助グループと呼ばれることもある。

【主な取り組み】

多様な人の参加・協働による人づくり 活動・事業

福祉学習や各種講座をきっかけに、地域活動の新たな担い手づくりを進め
る。また、個人や団体の得意なことなどを活かし合えるような協働の場をつ
くる。

また、誰もが支え合える地域をめざし、人と人、人と居場所をコーディネー
トする人材を発掘する。

・くらしのパートナー、
ボランティア養成講座

・老人福祉センター各
種講座

住民と協働できる専門職の養成・民間事業者との協働 活動・事業

行政や社会福祉法人連絡協議会※とともに地域福祉研修を継続し、身近な地
域での住民と専門職の協働による地域福祉活動の実践を推進する。

地域貢献活動やSDGsの取り組み等をテーマとした民間事業者向けの研修・
交流会を実施する。

地域生活課題の解決に向けた民間事業者と様々な団体とのネットワークづ
くりを進める。

・専門職向け地域福祉
研修

・地産地消プロジェクト

２	 多様性を認め合えるまちづくり
当事者※が活躍・社会参加できるまちづくり
誰もが自分らしく活躍し、社会参加しやすいまちづくりをめざして、地域交流や話し合いの場な

どの居場所や拠点の活用を進めます。

※７次計画における「当事者」について
「当事者」は、生活を営む上で、生きづらさや障害を認識している人のことを意味します。

７次計画においては、特定の要援護者を限定しているものではありません。
しかし、支援を必要としている人や生きづらさを感じていることによって、孤立しがちな当

事者に対しては、互いに悩みを出し合い、自己肯定感を高め合えるように社会と交流する活動
（趣味の集い、イベント開催、ボランティア活動、セルフヘルプグループ※の活動など）を支援
します。

①自分らしく活躍できるまちづくり
誰もが自分らしい生活を送ることができるように、地域住民やボランティアグループ、関係機関、

民間事業者等が協力し合い、一人ひとりの自己実現や生きがいを尊重したまちづくりを進めます。
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※事務体験Day：せいかつ応援センターが実施する当事者の就労体験プログラムの１つ。月１回希望者が集まり、依頼された事務作業
をおこなう。
※ILP（自立生活支援プログラム）：（Independent Living Programの略）障害者が自立生活に必要な心構えや技術を学ぶ場。
※共同受注窓口：官公庁や企業が発注する仕事や商品を対応可能な複数の障害福祉サービス事業所に斡旋・仲介を行うワンストップ窓口。
※スミレン’sワークいろり：宝塚市内のひきこもり傾向のある人たちが集まり、企業等からの仕事の請負等ができるように結成された
グループ。
※権利擁護：認知症や障害などにより、自分の権利や意思をうまく表現できない、不利益に気づかない人に代わって主張し、本人の権
利を守ることをいう。特に福祉分野においては、福祉サービスの利用援助や苦情、不服の代行を行い、自己決定のもとで自分らしく暮
らし続けることを支援する。（出典：宝塚市地域福祉計画）
※社会的包摂：全ての人が孤立や排除から守られ、受け入れられる社会づくりのこと。ソーシャルインクルージョン。（出典：宝塚市
地域福祉計画）
※ピアサポーター：ピア（peer）とは仲間・同じような立場や境遇、経験等を共にする人たちを表す。ピアサポーターは仲間のため
に支援やサービスを提供する人を指す。

【主な取り組み】

社会参加のニーズ調査 活動・事業

地域住民や関係機関、民間事業者等での話し合いの場を設け、当事者の社
会参加の現状に関する課題とニーズ把握をおこない、必要とされる社会参加
の場づくりを進める。

・社会参加プロジェクト
（仮）

当事者組織の運営支援と当事者の参加支援 活動・事業

セルフヘルプグループの立ち上げや運営を支援する窓口としてボランティ
ア活動センター※を位置づける。

・セルフヘルプグルー
プ交流会

・つどいの場トライル
・事務体験Day※

・ILP（自立生活支援
プログラム）※

セルフヘルプグループ交流会を通じて、活動内容を市民へ発信し、参加の
きっかけづくりをおこなう。

当事者の社会参加支援として、趣味や特技を活かした社会参加、就労体験、
生活力を身につけるための体験プログラムづくりを進める。

※令和４年７月から宝塚ボランタリープラザ zukavo と名称変更

ひきこもり当事者への支援 活動・事業

民間事業者、社会福祉法人連絡協議会、共同受注窓口※と連携し、社会参加
や就労体験の場づくりを進める。

・スミレン’s ワークい
ろり活動支援

・ひきこもり者家族の会
・ひきこもり支援ネッ

トワークひきこもり当事者の活動（「スミレン’sワークいろり」※）を支援する。また、
ひきこもり当事者の家族会の立ち上げ支援とその運営支援をおこなう。

福祉学習の充実 活動・事業

障害当事者や行政・学校などと連携・協働し、人権教育や障害福祉の理解、
権利擁護※など社会的包摂※に向けた福祉学習プログラムを充実する。

また、地域や学校において、子どもから大人を対象とした福祉学習のプロ
グラムづくりと、その機会を充実する。

・福祉学習交流会
・ピアサポーター※派

遣事業
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②多様な居場所、拠点※づくり
多様な人や団体が協力し、年齢や障害に関わらず、誰もがふらっと立ち寄り、仲間づくりや互い

に助け合える関係を育むことのできる居場所、拠点づくりをめざします。

【主な取り組み】

誰もが参加しやすい居場所・拠点づくり 活動・事業

既存の拠点、福祉施設や空きスペースの現状の調査、分析をおこない、地
域住民、サロン活動者、専門職、民間事業者などと話し合いながら、ふらっ
と立ち寄れる居場所、拠点づくりを進める。

・拠点を考える会

人と人とのつながりづくりや様々なニーズに対応できる地域福祉活動拠点※

づくりをめざし、地域や行政などと協働による連絡会を立ち上げる。
・地域福祉活動拠点連

絡会（仮）

居場所や拠点の情報発信について、既存の紙媒体の充実とともにICT※等の
多様なツールを活用し、情報が必要な方に届く仕組みづくりを進める。

・社協広報紙
・社協ホームページ

※相互エンパワメント：エンパワメントとは、本来ある力を失っている人や組織、コミュニティが持っているはずの力を取り戻す過
程。福祉分野においては、自己決定や自己実現を促す支援を指すことが多い。相互エンパワメントは支援者から利用者に対する一方的
なものではなく、相互に高め合うことを指す。
※居場所・拠点：居場所とは人などがいるところ。その人が心を休めたり、活躍できる環境。拠点とは活動の足場となる重要な地点。
７次計画では、居場所は、安心して参加し、役割を担いながら、つながりづくりのきっかけとなるところ・もの（物理的な場所や建物
だけではない）。拠点は、多様な主体が活動を展開できる場所（主に建物）と位置づけている。
※地域福祉活動拠点：多様な人や団体が活動を展開することのできる場所（主に建物）とし、P.28のように機能を整理。
※ICT：Information and Communication Technologyの略。情報通信技術を活用したコミュニケーション。

当事者や地域住民、専門職、民間事業者などが互いの理解を深め、相互にできることを少しずつ
持ち寄り協働する（相互エンパワメント※）ことで、誰もが役割をもち、社会参加と活躍のできる
まちづくりをめざします。

▲

当事者の社会参加・活躍のための連携イメージ

当事者

当事者のエンパワメントと自己決定

・協議の場へ共に参画
・地域活動への参加

民間事業者

地域住民

地域住民・当事者・専門職・民間事業者
など相互エンパワメント

専門職

企業の社会貢献等との連携

地域福祉の活性化を
めざした人づくり

福祉専門職の相互啓発
ネットワークづくり・研修

社会参加

まちづくり

自立支援

資源開発
・多様な住民の理解促進
・日中活動の場を創出

・地域や学校における新たな福祉学習
・気づきや学びのプログラムの充実

・セルフヘルプ活動とその支援
・趣味･特技を活かした参加

・就労体験の場を創出
・ケア拠点の活用と充実

福祉学習
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「たからづかつどい場マップ」では宝塚市内の集い場（サロンなど）の
居場所（開催日時・場所）を掲載しています。

https://www.takarazuka-tsudoibamap.net

▲

たからづかつどい場マップ

地域には、多様な人々のニーズがあり、人と人、専門職がつながり合うことで、それぞれのニー
ズに応じた居場所や拠点につながります。また、居場所や拠点については、既存のものを活用し、
人と人とがつながり合うことを推進します。

▲

多様な人が居場所や拠点につながるイメージ

ブロック
（セーフティ
ネット拠点）

小学校区
（地域共生・
共同ケア拠点）

概ね自治会範域
（小地域福祉活動拠点）

E拠点

C拠点

D拠点

A拠点
子育て中

子育て中

子育て中

公園

この間A拠点に行ったよ

子どもを連れて
出かけたい

緊急時は一時避難
できますよ

いろんな行事があるよ
地域の情報も集まって
くるから見に来てね

平日は毎日開けてるから
いつでも来てね
キッズスペースもあるよ

あそこの施設なら
専門職も話を聞い
てくれるよ

介護で疲れた
ちょっと息抜き
したい

勉強できる
ところ無いかな

今日は開いてないけどC拠点なら
キッズスペースが開いてるよ
D拠点でも今度行事があるよ

B拠点

平日は開放している
から自由に使ってね
インターネット環境
や静かな学習室もあ
るよ
休日はD拠点で学習
室を開いてるよ

地域住民
介護者

学生

ネ
ッ
ト
検
索

自治会館、共同利用施設、公民館、まちづくり協議会拠点、自宅、集会室、貸しスペース、地区センター、
民間企業のフリースペース、福祉施設、小中学校、幼稚園、保育所、人権文化センター等

※Ａ～Ｅの拠点には右記のよ
　うな拠点が考えられます。

７次計画では、地域福祉活動拠点をエリアごとに３つに分類しています。
主に自治会・小学校区エリアにおいては小地域福祉活動拠点、小学校区・ブロックエリアにおい

ては地域共生・共同ケア拠点、ブロックエリアにおいてはセーフティネット拠点としています。ま
た、宝塚市内の活動事例から、地域福祉活動を推進している拠点には、次の６つの機能を分類する
ことができました。

それぞれのエリアの中で、一つ一つの拠点で全ての機能を充足させるのではなく、複数の拠点で
機能を補完しあって地域福祉活動を充実させることができます。

それぞれの拠点の機能が充実することで、多様な人がそれぞれのニーズに応じた居場所や拠点に
つながりやすくなります。引き続き、居場所や拠点でみんなが役割を発揮し、社会参加と活躍の場
となる機会が創出されることをめざします。

▲

宝塚における地域福祉活動拠点とその機能
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■地域福祉活動拠点のエリアと機能

小地域福祉活動拠点 地域共生・共同ケア拠点 セーフティネット拠点

主に自治会域・小学校区におい
て、地縁団体、ボランティア団
体が主体的に活動する拠点

小学校区・ブロック域において、
福祉事業者等が地域との協働や
交流を通じて、当事者の社会参
加を進める拠点

主にブロック域において、福祉
事業者等が総合的な相談対応と
災害時や緊急時に一時的な居住
支援などを行う拠点

・相談・調整機能 ・交流機能 ・学習機能

・仲間づくり機能 ・見守り・支え合い機能

・預かり機能

小学校区エリア

交
流

仲間づくり

学
習

相談
調整

B町

見守り
支え合い

学
習

相談
調整

交
流

学
習

相談
調整

見守り
支え合い

交
流

学
習

交
流

相談
調整

仲間づくり

見守り
支え合い

仲間づくり

交
流仲間づくり

交
流

学
習

相談
調整

仲間づくり

見守り
支え合い

交
流

学
習

相談
調整

交
流

相談
調整

E町

見守り
支え合い

交
流

学
習

D町

仲間づくり

交
流

C町仲間づくり

見守り
支え合い

A町
小地域福祉活動拠点

セーフティネット拠点

公民館

避難所

預かり
社協ケア拠点

地区センター

まち協拠点・自治会館・
集会所・空き家・公園・
貸しスペース・自宅

ボランティア活動センター

福祉コミュニティプラザ

高齢者施設

障害者施設

児童施設

居住支援施設

預かり

地域共生・共同ケア拠点

小地域福祉活動拠点

仲間づくり

交
流

学
習
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３	 自分らしい暮らしを支える仕組みづくり
協働による包括的相談支援体制（総合相談支援体制）の構築
地域住民や専門職、民間事業者などが地域を基盤として、協働し、課題の発見と課題解決に向け

た取り組みを実現するための体制を構築していきます。
宝塚市セーフティネットシステムを推進する重要な機能の一つとして、包括的相談支援体制（総

合相談支援体制）の構築をめざし、下記に示す５つの機能を充実していきます。
主にブロックごとの地域生活支援会議をはじめ、小学校区エリアや自治会エリアなどの会議体に

て、分野横断的な専門職間の連携や地域住民と専門職との協働による課題解決の取り組みを進めて
いきます。

■包括的相談支援体制の５つの機能（総合相談支援体制）

機　　能 内　　容

①権利擁護 自分らしい暮らしや生き方を尊重し、その実現と権利を護る

②早期発見・早期対応ので
きるつながりづくり

身近な相談窓口につながる関係づくりと、住民ニーズに気づき、発見
が相談機関につながるしくみづくり

③社会参加への支援 ニーズに応じた多様な社会参加への支援

④連携による協議・協働 地域住民・地域団体や専門職間の情報共有と解決に向けた協議と協働

⑤社会資源づくり 多様なニーズに対応した分野横断的な社会資源の拡充や発展

①地域福祉の課題解決に向けた相談体制の強化
新型コロナウイルス感染の拡大により、潜在化していた課題（貧困、孤立、ひきこもり等）が明

らかとなりました。これらに対応していくために、せいかつ応援センターをはじめ、各専門職と地
域、民間事業者の連携による相談体制を強化していきます。加えて、課題を抱える当事者への理解
を深める福祉学習や交流会、話し合いなどの機会を通じて、地域での協力体制を構築し、一人ひと
りの権利が護られ、誰もが、自分らしい暮らしを続けられるまちづくりを進めます。

おおむね自治会エリアと小学校区エリアは住民が主体となり、諸団体や専門職などと協議・協働
しながら地域福祉活動を展開しています。それらのエリアでは、各地域の地域生活課題の解決に向
けて、学習や話し合い、支え合い活動などを進めながらSOSが発信しやすい地域やまちづくり計画
の実現をめざしていきます。

ブロックエリアと全市エリアは、社協・専門職・行政が主体となり、地域住民からの相談・情報
を基に、情報把握や共有する過程で、課題の整理や普遍化をおこないます。加えて、地域生活課題
の解決に向け、住民と他機関協働による実践や開発型の取り組みを展開していきます（エリアチー
ム制）。

社協・行政の協働によりセーフティネットシステムの構築を進め、誰もが住みやすいまちづくり
を進めていきます。

▲

ささえあう仕組みづくり～地域福祉における課題解決のネットワーク
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30第７次 地域福祉推進計画

■エリアごとの主体と活動内容

エリア 主体 活動内容

自治会エリア
住民 地域ささえあい会議、学習会、見守り活動

住民と専門職など 個別支援（相談・ケア）、学習会

小学校区エリア
住民 まちづくり計画、校区ネットワーク会議

住民と専門職など 福祉学習、交流行事など

ブロックエリア
住民 ブロック会議、まちづくり計画の情報共有など

社協・専門職・行政と住民 地域生活支援会議、地域開発型の取組み

全市エリア
社協・専門職・行政 課題調整会議、庁内連携会議など

社協・専門職・行政と住民 セーフティネット会議など

話合い
地域ささえあい会議

話合い
校区ネットワーク会議

ブロック会議

まちづくり
の推進

地域課題
普遍化

共通課題
の協議

地域開発型
の取組

地域課題化検討部会

庁内連携会議
（宝塚市生活困窮者
自立支援推進会議等）

地域生活
支援会議

宝
塚
市
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
会
議

せ
い
か
つ
応
援

セ
ン
タ
ー

総
合
相
談
支
援

体
制
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

社
協

課
題
調
整
会
議

まちづくり
計画

福祉学習

専門職による
　　個別支援（相談・ケア）への対応、地域支援、総合相談、
　　専門職ネットワーク

多様な人と団体の協働による開発型の取り組み

活動

SOSが発信
しやすい地域

福祉学習 活動

おおむね自治会エリア

住民による
協議・協働

住民と専門職の
協議・協働

小学校区エリア ブロックエリア 全市エリア

相談支援体制の強化・エリアチームの整備

課題の共有
と解決

▲

地域福祉における課題解決のネットワーク図（P12再掲）
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【主な取り組み】

相談支援体制の強化 活動・事業

生活困窮者自立支援事業など制度では対応できないことについて、社協内
相談機関の連携を強化し、制度横断的な対応ができる体制づくりを進める。

・社協総合相談支援体
制プロジェクト

せいかつ応援センターでは、訪問による相談機能を強化し、つながりづく
りを推進する。また、生活困窮者の住宅確保の課題を解決するために、居住
支援の取り組みを強化する。

・居場所づくりと居住
支援の強化

外国人の生活相談などへ対応できるように支援団体との連携による相談体
制を構築する。

・外国人支援団体との
連携

妊娠期から幼児期において支援が必要な方が早期に相談できるよう行政（子
ども家庭総合支援拠点※等）との連携を強化する。

・児童館や子ども家庭総
合支援拠点との連携

地域と福祉専門職との協働の場づくり 活動・事業

社会福祉法人連絡協議会などとの協働により、制度にとらわれない相談（断
らない相談支援体制）や、緊急時の対応ができる仕組みとして、総合相談支
援体制づくりを進める。

・社会福祉法人連絡協
議会との協働

・介護保険事業者協会
との協働

・地域生活支援会議
・校区ネットワーク会議
・エリアチーム制

ブロックエリアにおける地域住民と行政や専門機関との協議・協働を進め
（地域生活支援会議など）、制度狭間や複合的に支援が必要な世帯へ対応でき
るような体制を強化する（8050問題やヤングケアラーなど）。

制度狭間への対応の強化 活動・事業

制度狭間や複合多問題へ対応できる小地域ごとの多職種による支援体制（エ
リアチーム制）を整備し、地域との協働による課題解決の実践を市内に広げ
る。
地域福祉研修や実践を通じて、広範な視野を持つ福祉専門職の育成と資質

向上を進める。

・エリアチーム制
・社会福祉法人連絡協
議会

地域住民や関係機関との協働の中で把握・共有した制度では対応できてい
ない課題については、課題調整会議※をおこない、解決にむけた取り組み・事
業を開発する。

・課題調整会議
・単身者生活支援プロ
ジェクト

身寄りがない単身者の生活支援（入院時の諸手続きや金銭管理など）をお
こなう。

地域と民間事業者・社会福祉法人との協働により、生活支援が必要な青年、
壮年、中年層などへの支援活動（食品の提供、就労支援など）を充実する。

・フードドライブ※

・地産地消プロジェク
ト

※子ども家庭総合支援拠点：子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把握、子ども等に関する相談全般から通所・在宅支援を
中心とした、より専門的な相談対応や必要な調査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業務までをおこなう機能を担う拠点。
※課題調整会議：社協内で制度の狭間の問題や複合多問題ケースの問題を整理し、課題を明らかにして、解決の方向性を調整すること
を目的とする会議。普遍的な問題は宝塚市の地域課題化検討部会（官民協働で共有・課題化し、解決への方策を検討する場）や宝塚市
セーフティネット会議に課題提起をおこなう。
※フードドライブ：家庭で余っている食品をスーパーなどに持ち寄り、必要とする福祉団体等に寄付する取り組み。
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32第７次 地域福祉推進計画

②子ども・親支援※の充実
すべての子どもが安心できる暮らしの実現をめざし、子どもと子どもを育てる親支援を充実して

いくために、教育、福祉、地域との連携を強化していきます。
また、学校をはじめとする地域団体などとのネットワークを構築し、子どもの地域生活課題の解

決について考える場づくりを進めるとともに、地域で孤立しない子育てを支援します。

※７次計画における「親支援」について
一般的には「保護者」という言葉を用いますが、保護者は未成年者を保護する義務のある者

であることに対して、「親」は、子どもを産んだ父と母の総称や養父母を示します。
７次計画では、育児に悩んでいる親に対する支援を明確にするため、「親支援」としていま

す。

【主な取り組み】

福祉・教育・地域のネットワークづくり 活動・事業

子どもに関係する切れ目のない相談支援体制をめざし、地域と各機関（行
政・教育・保育・福祉）のネットワークづくりを進める。

コミュニティスクール※との協働により、福祉と教育、地域間の連携を進め
る。

・専門職による子ども
ネットワーク会議

・コミュニティスクー
ルとの協働

・おさらい塾※の拠点
拡大

孤立しない子育て支援 活動・事業

全ての子育て世帯が、地域で孤立しないために、子育て支援グループや親
同士の仲間づくりの支援を地域や行政、関係機関と連携して充実する。

・多世代仲間づくりプ
ログラムの実施

・子育て支援ネット
ワークづくり

・フードドライブ

地域生活支援会議を通じて、ブロックエリアに配置されている児童館など
と高齢・障害の相談機関と地域が連携し、切れ目のない子育て支援体制を強
化する。加えて、子ども家庭総合支援拠点との協力体制をつくる。

子育て世代などの協力を得て、SNSなどの活用を含め、子育てに関する情
報の発信や伝え方を強化する。

※コミュニティスクール：学校・保護者・地域住民が参加する「学校運営協議会」を設置し、学校だけではなく保護者も地域も一体と
なって子どもの教育に関わっていこうとする学校。
※おさらい塾：大型児童センターが実施する学習支援プログラム。元教師や現役大学生が中学生を対象に、学校の宿題やテスト対策、
日々の学習の支援をおこなう。
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③地域生活を支えるケアの推進
住み慣れた地域で暮らし続けることを支えるために、地域住民や関係機関との協働による社協の

ケア体制と地域共同ケア※拠点の機能を充実します。
また、地域住民や様々な関係機関が連携・協力し、地域による発見力と関係機関によるサポート

体制を充実します。

【主な取り組み】

地域と協働した切れ目のない支援体制づくり 活動・事業

高齢や障害など心身の状況が重度化しても、地域住民と専門職等が連携し、
地域との関係を切らないよう在宅生活を支える体制をつくる。また、そのた
めの人材育成をおこなう。

・地域生活支援会議
・エリアチーム制
・社協ケア拠点での運

営委員会地域住民や関係機関と協働しながら、社協のケア拠点※ごとに運営委員会を
設置し、地域生活の課題の発見や見守り活動などつながりづくりを進める。

地域共同ケア拠点における新たな社協事業の実施
（共生型サービス※や小規模多機能居宅介護事業※、療養通所介護事業※など） 活動・事業

社協が運営するケア拠点を制度横断的に対応できることと、誰もがふらっ
と立ち寄れる居場所の機能を充実する。

・社協ケア拠点での運
営委員会

・社協ケア拠点での緊急
対応、一時宿泊事業

・共生型通所介護
・小規模多機能型通所

介護
・療養通所介護

社協ケア拠点を活用して、高齢者・障害者・子どもとその親などの緊急対
応や一時宿泊の体制を整備する。

在宅で生活する障害者の高齢化や認知症、医療依存度の高い方のニーズに
対応していくために、通所介護事業の共生型サービスや小規模多機能型居宅
介護事業、療養通所介護事業の実施に向けたプロジェクトを立ち上げる。

※地域共同ケア：宝塚社協が取り組む、地域の共同性を基盤にしたケア。生活全体をみるケアを通じて、要介護高齢者がサービスの対
象者ではなく、生活の主体者として暮らすことを支援するとともに、それらのケアを住民と協働で進めることで地域のケア力を高める
実践をおこなっている。
※（社協の）ケア拠点：宝塚社協が運営するデイサービスセンター、身体障碍者支援センターの総称。
※共生型サービス：同一事業所において、介護保険サービスと障害福祉サービスの両方を提供することができる制度。
※小規模多機能居宅介護事業：利用者の選択に応じて、施設への「通い」を中心として、短期間の「宿泊」や自宅への「訪問」を組合
せ、家庭的な環境と地域住民との交流の下で日常生活上の支援や機能訓練をおこなう。
※療養通所介護事業：常に看護師による観察を必要とする難病、認知症、脳血管疾患後遺症等の重度要介護者又はがん末期患者を対象
にした「通い」のサービス。

暮らしやすい町のため、一人一人の長所を生かした、
魅力のあるまちになってほしい。
地区ごとで人と人とのつながり、交流を深めるのが
重要だと思った。

私は、子どもから大人・高齢者の人まで、
年の差や住んでいる場所関係なく関わり
あえるまちがすてきだなと思っています。
フレミラ宝塚のように、たくさんの人が
交流できる場が増えてほしいです。私は、宝塚市が明るく楽しい町になってほしいです。

なので、“ともに自分らしく輝けるまち”というの
はとても良いと思います。
私も自分らしくいこうと思います。

　フレミラ宝塚（大型児童センター）を利用している高校生に「これからの宝塚のまちに期待す
ること」「自分が今後大切にしたいと思うこと」など、次世代を担う若い世代の思いを聞きました。

高校生の一言コラム
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４	 地域福祉の基盤づくりとマネジメント
（１）地域福祉の中間支援機能の強化
社会的孤立など様々な地域生活課題を解決するためには、様々な分野の人や団体が参画する必要

があります。それらをつなぐ（媒介機能）地域福祉の中間支援機能を持つ社協組織の役割が求めら
れています。社協は、「協議体」「事業体」「運動体」の３つの側面によって地域福祉を推進してい
ます。

１つ目の「協議体」の機能で、話し合いによって連携・協働して地域福祉を進めていきます。２
つ目の「事業体」の機能で、地域生活課題に対応する活動や事業を開発し、実施していきます。３
つ目の「運動体」の機能で、地域生活課題とその解決を地域福祉の関係団体と共に社会に働きかけ
ることや、自分らしい暮らしを護り（権利擁護）、それを支える地域づくりを進めていきます。

これらの機能を活かしながら基本目標である「お互いさまのまちづくり」「多様性を認め合える
まちづくり」「自分らしい暮らしを支える仕組みづくり」の取り組みを進め、地域共生社会の実現
をめざしていきます。

また、新型コロナウイルス感染拡大や災害などの突発的な有事に備え、広域なエリアでの連携・
協働できる体制を構築します。

社協は、協議体・運動体・事業体の３つの側面を強化しながら、協働と開発によって、地域福祉
を推進する。

▲

地域福祉の中間支援組織としての社協のはたらき（P2再掲）

地域福祉への
住民の参加・参画

多様な主体による
地域福祉活動・事業

社協の活動・事業

◦住民主体の運営
◦�協議体、運動体、
事業体の３つの	
側面を有する組織	
マネジメント

地域ケアの開発・推進

協働・開発

協働・開発

協働・開発

協働・開発

包括的支援
体制の促進

地域自立生活
の相談支援
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【主な取り組み】

地域福祉の中間支援機能を強化するためのネットワークづくり 活動・事業

地域生活課題の解決に向けて、多様な人や団体の支援をはじめ、当事者を
含む地域住民、福祉専門職、民間事業者、協同組合、行政等の多様な主体を
つなぎ、協議・協働をおこなう。

・地域福祉を進める協
議・協働の場の整理
及び拡大

災害時の体制強化 活動・事業

平常時からの見守りやつながりづくりを進め、行政との協働による災害時
要援護者支援制度の周知や災害に備えるための話し合いの場をつくる。

災害時には、被災地へ人的・物資・義援金などの支援をおこなう。また、
災害救援活動を行政・専門職や地域の避難支援組織※（自治会、民生委員・児
童委員連合会、まちづくり協議会など）、障害者団体などと連携できる体制を
強化する。

・地域とともに進める
災害時要援護者支援
体制づくり

【主な取り組み】

情報発信及び広報の強化 活動・事業

情報のデジタル化に伴う情報弱者など情報が必要な人への支援として、多
様な人や団体とともに情報発信についてのプロジェクトを立ち上げる。

・情報発信・広報強化
プロジェクトの立ち
上げ

市民活動や団体のコーディネート機能の強化 活動・事業

新たにボランティア活動センター※の指針を定め、従来のボランティア活
動支援に加えて、あらゆる個人やグループによる主体的な市民活動・ボラン
タリー活動※やセルフヘルプグループ活動の支援を強化する。

・これからのボランテ
ィア活動センター※
の方針の推進

市内外の様々な団体や民間事業者、NPO等のネットワーク化を進め、ボラ
ンティア支援拠点（宝塚福祉コミュニティプラザ※）を活かした市民活動・ボ
ランタリー活動を推進する。

※令和４年７月から宝塚ボランタリープラザ zukavo と名称変更

課題解決に向けて地域と協働する社協職員の育成 活動・事業

地域住民や関係機関との協働や福祉制度では対応できない課題を解決して
いくために課題調整会議をおこなう。

社協職員の育成として、一人ひとりの主体性を育み、創造・コーディネー
ト・チャレンジができる職員育成をおこなう。

・エリアチーム制
・地域福祉専門職研修

の開催
・課題調整会議
・職員実践報告会
・中間管理職研修

（２）新たな課題に対応した社協組織のマネジメント化
社会情勢の変化に伴う新たな課題に対応するため、各種事業の見直しや広範な視野を持つ人材育

成、情報戦略のプロジェクトの立ち上げ、地域活動に必要な資金調達などを進めます。
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※避難支援組織：災害時要援護者支援制度に協力する組織（宝塚市民生委員・児童委員連合会、宝塚市に届け出をした自治会やマンシ
ョン管理組合、まちづくり協議会など）
※市民活動・ボランタリー活動：市民活動は営利を目的とせず、社会的課題の解決に向けて、市民が自発的、自主的におこなう、組織
的・継続的に取り組む活動。ボランタリー活動とは、個人や団体が、他の人々や社会のために自発的、自主的におこなう、公益的な活
動。近年では、ともに「市民自身が自発的にさまざまな問題の解決に取り組む活動」という広い意味で使われることが多い。
※宝塚福祉コミュニティプラザ：公益財団法人プラザ・コムがつくった市民活動拠点。ボランティア活動者のための施設、障害者のた
めの施設、老人福祉センター・大型児童センター、子ども家庭支援センター、ボランティア活動センターなどを有する。
※募金百貨店プロジェクト：商品の売上の一部が共同募金への寄付になる、企業の地域貢献の取り組み。

課題に対応する地域福祉財源の確保 活動・事業

地域福祉活動への参加者や協力者（応援者）を増やし、地域福祉活動を支
える資金調達などを進める。

・募金百貨店プロジェ
クト※の推進

・善意銀行運営委員会

第７次地域福祉推進計画推進のための取り組み 活動・事業

本計画の推進にあたり「地域福祉活動推進委員会」を開催し、定期的に点
検をおこなう。また、策定後の新たな課題については、単年度ごとの事業計
画に反映し事業を展開する。

・地域福祉活動推進委
員会

社協の事業は多岐にわたり、その組織や事業は、下図のとおり、大きく「協議体」「運動体」「事
業体」の３つに側面に分類できる。

社会福祉協議会の３つの側面

協議体
…話し合いによる地域福祉

社　協
運動体

…地域生活課題の発信
事業体

…福祉サービスの開発・提供

社会福祉協議会の３つの側面
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おわりに　〜社会福祉協議会に期待すること

今期の第７次地域福祉推進計画（以下、第７次計画）は、「『未来志向』の発想や実践を通じて、
社会福祉協議会は地域社会とどのように向き合うことができるのか」が重要なテーマです。
昨今、新型コロナウイルス感染症が世界中で猛威を振るい、誰もがその対応に追われています。
感染予防の観点から、人々は「隔離」や「距離」をとること、いわゆる「ソーシャル・ディスタン
ス」が推奨され、リモート化による仕事や会議が当然となり、新たなつながり方や働き方を模索す
るようになりました。また、コロナ禍は、そもそも社会が抱えていた格差や貧困、孤立の問題を表
出することとなり、社会の脆弱性が問われたように思えます。このような状況下において、誰もが
自身の暮らし、目の前の課題に向き合うことで精一杯になり、他の誰かのことを考えたり、互いを
尊重できる余裕もないままに、日々の生活を営んできたのではないでしょうか。2022年現在、行動
の規制は徐々に緩和しつつあるものの、未だに “ウィズ・コロナ時代” を我々は生きており、不透
明で先の見えないことに変わりはありません。
そんな時代だからこそ、これからの地域福祉には、目の前の地域生活課題に対して地道に向き合
いつつも、市民、住民の皆さんとともに自分たちの強みや地域の資源を活かし合って協働すること
で、どんな状態であっても “ありたい地域の未来” をどうすれば実現できるのか、そんな希望を持
った「未来志向」のまちづくりが求められています。第７次計画では「未来志向」な基本理念、目
標が掲げられていますが、その実現のためには、この計画が、今まで地域福祉に関わっていなかっ
た人々、学校、企業、団体等の多様な参加を促すためのツールとして機能しなければならないと考
えます。それは、福祉に限らない、多様な分野（農業、防災、教育、工業、産業、保健・医療、環
境等）とも結びつくことで、地域福祉のあらゆる展開や可能性を “そうぞう（創造／想像）” してい
くことにつながるからです。場合によっては、宝塚市外の人や組織とも結びつくことで生まれる相
乗効果もあるかもしれません。
宝塚市社会福祉協議会には、第７次計画の推進を通じて、多様な主体をつなぎ、「協議体」「事業
体」「運動体」という３つの側面を有する地域福祉の中間支援組織として、「未来志向」で地域社会
の可能性を高め、広げていただけることを期待しております。

第７次地域福祉推進計画策定委員会副委員長
関西学院大学　人間福祉学部　専任講師

柴　田　　　学
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１　包括的な支援体制整備について
（厚生労働省「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・

協働の推進に関する検討会」（地域共生社会推進検討会）資料）

２　宝塚市の福祉に関する現状
（１）宝塚市７ブロックと20のまちづくり協議会のエリア

（２）宝塚市人口の推移

（３）宝塚市の各種計画について（福祉分野に関連するもの）

（４）宝塚市セーフティネットシステム概念図

（５）地域ごとのまちづくり計画

（６）各種課題に関するデータなどのまとめ

（７）宝塚社協の地域福祉推進プロセス

３　計画策定委員会について
（１）第７次地域福祉推進計画策定委員会名簿

（２）計画策定委員会の協議内容

（３）第７次地域福祉推進計画策定委員会設置要綱

資 料 編
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40第７次 地域福祉推進計画

１  包括的な支援体制整備について
市町村の包括的な支援体制整備の推進について、厚生労働省は、令和元年度に有識者による「地

域共生社会推進検討会」を設置しました。
検討会では、「具体的な課題解決を目指す」と「つながり続けることを目指す」２つのアプロー

チを組み合わせ、専門職による伴走型支援と地域住民同士の支え合いや緩やかな見守りの双方の視
点を重視することで、セーフティネットを強化し、重層的なものにしていく必要があると提案され
ました。

検討会の最終とりまとめでは、下記内容が提言されました。
①「断らない相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に行う市町

村の新たな事業の創設
②本人・世帯の属性を問わず、福祉、介護、保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題や地域

社会からの孤立など様々な課題を抱える全ての地域住民を対象とする
③住民のニーズや資源の状況に応じ、市町村が裁量を発揮しやすい仕組み
④市町村が柔軟に取り組めるよう、財政支援の一体的な実施の促進

（参考：厚生労働省　地域共生社会のポータルサイト）

厚生労働省　地域共生社会のポータルサイト
https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/#tiikikyosei

▲

「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する
　検討会」最終とりまとめ（抜粋）

包括的な⽀援体制整備について 

市町村の包括的な⽀援体制整備の推進について、厚⽣労働省は、令和元年度に有識者による「地域
共⽣社会推進検討会」を設置しました。 
検討会では、「具体的な課題解決を⽬指す」と「つながり続けることを⽬指す」２つのアプローチを組み合
わせ、専⾨職による伴⾛型⽀援と地域住⺠同⼠の⽀え合いや緩やかな⾒守りの双⽅の視点を重視す
ることで、セーフティネットを強化し、重層的なものにしていく必要があると提案されました。 
 
検討会の最終とりまとめでは、下記内容が提⾔されました。 
①「断らない相談⽀援」「参加⽀援」「地域づくりに向けた⽀援」の３つの⽀援を⼀体的に⾏う市町村の
新たな事業の創設 
②本⼈・世帯の属性を問わず、福祉、介護、保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題や地域
社会からの孤⽴など様々な課題を抱える全ての地域住⺠を対象とする 
③住⺠のニーズや資源の状況に応じ、市町村が裁量を発揮しやすい仕組み 
④市町村が柔軟に取り組めるよう、財政⽀援の⼀体的な実施の促進 

（参考︓厚⽣労働省 地域共⽣社会のポータルサイト） 
 
厚⽣労働省 地域共⽣社会のポータルサイト 
地域共⽣社会のポータルサイト｜厚⽣労働省 (mhlw.go.jp) 
 
 
「地域共⽣社会に向けた包括的⽀援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」 

最終とりまとめ（抜粋） 
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「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」
最終とりまとめ　全編
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000213332_00020.html

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「地域共⽣社会に向けた包括的⽀援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」 
最終とりまとめ 全編 https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000213332_00020.html 
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42第７次 地域福祉推進計画

２  宝塚市の福祉に関する現状

（１）宝塚市７ブロックと20のまちづくり協議会のエリア
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宝塚市の人口の状況は、ここ数年は23万３千人あたりで推移していますが、微減傾向にあります。
また、14歳以下と15歳～64歳の人口は平成30年３月末以降ともに減少傾向にあります。

一方、65歳以上の高齢者は増加傾向にあり、少子化と高齢化が進んでいます。

（２）宝塚市人口の推移

資料：宝塚市住民基本台帳（各年３月末）

 

■宝塚市人口の推移 

 

 宝塚市の人口の状況は、ここ数年は 23 万 3千人あたりで推移していますが、微減傾向に

あります。また、14 歳以下と 15 歳～64 歳の人口は平成 30 年 3月末以降ともに減少傾向に

あります。 

一方、65 歳以上の高齢者は増加傾向にあり、少子化と高齢化が進んでいます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：宝塚市住民基本台帳（各年３月末） 

 

31,298 30,872 30,473 30,110 29,472 

139,527 138,898 138,363 137,512 136,493 

63,455 64,180 64,768 65,232 65,636 

0

100,000

200,000

300,000

H30.3末 H31.3末 R2.3末 R3.3末 R4.3末

年齢３区分別人口の推移

65歳以上

15～64歳

0 ～ 14歳

234,280 233,950 233,604 231,601232,854
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44第７次 地域福祉推進計画

（３）宝塚市の各種計画について（福祉分野に関連するもの） ※PDFでご覧の方は、QRコード
をクリックしてください。

（３）宝塚市の各種計画について（福祉分野に関連するもの）

■第６次宝塚市総合計画
https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/shisei/
shisaku/1026733/index.html

■宝塚市地域福祉計画（第３期）
https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/kenko
fukushi/chiikifukushi/1043387.html

■宝塚市次世代育成⽀援⾏動計画たからっ⼦
「育み」プラン
（⼦ども・⼦育て⽀援事業計画）
https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/kyoiku/
kodomokeikaku/1027217/1010843.html

■宝塚市障害福祉計画（第 6 期計画）・宝塚
市障害児福祉計画（第 2 期計画）

https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/shisei
/shisaku/1000143/1010634.html 

■宝塚市第５次障碍（がい）者施策⻑期推進
計画
https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/shisei/sh
isaku/1000143/1001308.html

■宝塚市地域包括ケア推進プラン（宝塚市⾼齢
者福祉計画・第 8 期宝塚市介護保険事業計画）
https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/kenkofuk
ushi/kaigohoken/1008585/1041318.html

https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/shisei/shisaku/1026733/index.html
https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/kenkofukushi/chiikifukushi/1043387.html
https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/kyoiku/kodomokeikaku/1027217/1010843.html
https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/shisei/shisaku/1000143/1010634.html
https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/shisei/shisaku/1000143/1001308.html
https://www.city.takarazuka.hyogo.jp/kenkofukushi/kaigohoken/1008585/1041318.html
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地域住民や関係機関の連携と、課題解決に向けた循環型ネットワークの形成
〜生活困窮者自立支援制度だけに課題を留まらせない〜　出典：宝塚市地域福祉計画（第３期）

（４）宝塚市セーフティネットシステム　概念図
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46第７次 地域福祉推進計画

「地域ごとのまちづくり計画」は、市内に20あるすべてのまちづくり協議会において、市民自ら
が地域の現状や課題、ニーズを踏まえ、将来像を描き共有しながら、目標や具体的な取り組み等を
取りまとめたものです。

地域が目指す理想の姿である「地域の将来像」、分野別の目標である「基本目標」、地域の将来像
の実現に向けて取り組む「具体的な取り組み」の３層で構成し、そのうち、「地域の将来像」と

「基本目標」の２層部分が第６次宝塚市総合計画に位置付けられています。
「地域ごとのまちづくり計画」を、より多くの方々に知っていただき、協力いただくために、第

７次地域福祉推進計画にもその概要を掲載しています。

１　地域ごとのまちづくり計画について

第７次地域福祉推進計画では、「お互いさまのまちづくり」を基本目標とし、重点的な取り組み
として、「協働による地域ごとのまちづくり」を推進します。

本計画における活動や事業を通じて、各地域のまちづくり計画に描かれている「地域の将来像」
の実現にむけて協働していきます。

その一つとして、まちづくり計画を推進するために、住民を中心とした行政や専門職、民間事業
者が参画できる協議の場をつくっていきます。

２　地域ごとのまちづくり計画の協働による推進

（５）地域ごとのまちづくり計画

「宝塚市みんなのまちづくり協議会」ポータルサイト
https://takarazuka-community.jp/
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［１］〜［20］　出典：第６次宝塚市総合計画
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67 宝塚市社会福祉協議会

（６）各種課題に関するデータなどのまとめ　（＊第７次地域福祉推進計画　第４回計画策定委員会資料一部加筆） 

１．子どもや子育てについて 
（１）児童虐待について 

児童虐待については、新規通告件数は増加傾向にあり、子ども・子育て世帯への支援が必要と

なっています。また、相談できる環境づくりが求められています。 
 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 
身体的虐待 ２３２ ２４７ ２６１  ４１２  ４２４  ４１７ 
性的虐待 １５    ０    ８    ３    ４    ９ 
心理的虐待 １２６ １２３ １８１ １６６ ２１４ ２２５ 
ネグレクト １０５ ６０ ７４ ８７ ７４ ６１ 

合計 ４７８ ４３０  ５２４  ６６８  ７１６  ７１２ 
 ※児童：０～１８歳未満                市子育て支援課より資料提供 

 

 
  参考：宝塚市次世代育成支援行動計画たからっ子「育み」プラン（後期計画） 

 
（２）不登校児童生徒について 

不登校については、年々増加傾向であるため、教育と福祉の連携がますます重要となっ

ています。不登校児童生徒だけでなく保護者も含めた居場所づくりなども検討していく

必要があります。 
 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 
小 学 校 ３６ ５３ ６５ １２８ 
中 学 校 １７８ ２０８ ２２７ ２５６ 
合計 ２１４ ２６１ ２９２ ３８４ 

参考：児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査（文部科学省） 
※令和元年度からは、市内全校において文部科学省の手引きに基づいた欠席理由の判断基準

の再確認を市内全校と行い、より正確な不登校の実態把握に努めた。 

【参考資料】第 4 回地域福祉推進計画策定委員会資料抜粋 各課題に対するデータ等のまとめ 
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（３）子どもの貧困について 

 

２．社会的孤立について 

（１）障害のある人(家族)の孤立について 

・地域住民からの障害のある人への関心は「非常にある」「ある程度ある」が 70％以上あります。

その一方で、障害を理由とする差別や偏見については 50％以上が「ある」と認識しています。 

・障害のある人への理解を深めるために必要なこととして、「福祉教育の充実」や「障害のある人の

積極的な社会参加」が挙げられています。 

・障害のある人の地域とのかかわりに関する意識としては「いざというときのためにも隣近所との

付き合いを大切にしたい」という回答が最も多くなっています。 

【障害者への関心】 

障害のある人の福祉

について関心は？ 

非常にある 15.4％ ある程度ある 56.0％ あまりない 15.6％ 
自分の身内や近所･知り合いに障害のある人がいるから 53.6％ 

保健･医療･福祉･教育に関係する職業についているから 24.1％ 

まちなかやテレビなどで障害のある人のことを目にするから 34.7％ 

 

【障害者への理解】 

地域社会には障害を

理由とする差別や偏

見があると思うか？ 

あると思う 16.1％ 少しはあると思う 35.2％ ほとんどないと思う 23.2％ 
 18～39 歳 16.9％ 

 40～64 歳 22.9％ 

 65 歳～  10.2％ 

 18～39 歳 37.3％ 

 40～64 歳 33.3％ 

 65 歳～  36.9％ 

 18～39 歳 10.2％ 

 40～64 歳 25.0％ 

 65 歳～  25.6％ 

・平成29年（2017年）７月の「子どもの生活についてのアンケート調査」によると、子どもの相対

　的貧困率は全国的な傾向と比べて低いものの、ひとり親世帯においては相対的貧困世帯・生活困

　難世帯となっている割合が高くなっています。

■相対的貧困世帯・生活困難世帯の割合

世帯類型 小学５年生 中学２年生 合計

全体 	 451 世帯	 	 357 世帯	 	 808 世帯	

相対的貧困世帯 	 33 世帯	 （7.3％） 	 27 世帯	 （7.6％） 	 60 世帯	 （7.4％）

生活困難世帯 	 49 世帯	（10.9％） 	 40 世帯	（11.2％） 	 89 世帯	（11.0％）

非生活困難世帯 	 312 世帯	（69.2％） 	 248 世帯	（69.5％） 	 560 世帯	（69.3％）

判定不能の世帯 	 57 世帯	（12.6％） 	 42 世帯	（11.8％） 	 99 世帯	（12.3％）

※本調査における本市の子どもの相対的貧困率（小５と中２の平均）は 7.4％、国全体における子どもの相対的貧困
率は 13.9％（平成 28年国民生活基礎調査）ですが、調査方法が異なるため本調査との単純な比較はできません。

■ひとり親世帯の割合

世帯類型 小学５年生 中学２年生 合計

全体 	 39 世帯	 	 31 世帯	 	 70 世帯	

相対的貧困世帯 	 23 世帯	（59.0％） 	 10 世帯	（32.3％） 	 33 世帯	（47.1％）

生活困難世帯 	 4 世帯	（10.3％） 	 7 世帯	（22.6％） 	 11 世帯	（15.7％）

非生活困難世帯 	 8 世帯	（20.5％） 	 12 世帯	（38.7％） 	 20 世帯	（28.6％）

判定不能の世帯 	 4 世帯	（10.3％） 	 2 世帯	 （6.5％） 	 6 世帯	 （8.6％）

資料：宝塚市子どもの生活についてのアンケート調査（平成 29年（2017 年）7月）

参考：宝塚市次世代育成支援行動計画たからっ子「育み」プラン（後期計画）
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普段の生活の中で地

域社会には障害のあ

る人への対応や理解

が足りないと思いま

すか？ 

全然足りないと思う 9.9％ 少し足りないと思う 38.0％ わからない 34.1％ 
交通機関や建物の構造 61.4％ 

仕事や収入 46.7％ 

まちなかでの人の視線 38.0％ 

近所づきあい 28.3％ 

 

障害のある人への市

民の理解を深めるた

めには何が必要か？ 

学校における 

福祉教育の充実 48.4％ 

障害のある人の積極的な 

社会への進出 30.7％ 

障害や障害者問題に関する 

 啓発の充実 21.6％ 
当事者へ問う設問においても 

高いポイント 

 身体障害者の回答 20.6％ 

 知的障害者の回答 45.8％ 

 精神障害者の回答 24.5％ 

 手帳なし者の回答 61.2％ 

当事者へ問う設問においても 

高いポイント 

 回答全体 21.8％ 

 

当事者の平日の日中を自宅で･･･ 

 身体障害者 36.2％ 

   ※うち 65 歳～ 41.5％ 

 精神障害者 34.0％ 

   ※うち 18～39 歳 42.2％ 

       65 歳～ 52.2％ 

 

【障害者の 

地域との関り】 

いざという時のためにも隣近所の

付き合いを大切にしたい 39.3％ 

隣近所の協力はあてにせず自分の

ことは自分でする 14.2％ 

地域のためになることであって

も関りを持ちたくない 10.6％ 

 身体障害者の回答 58.1％ 

 知的障害者の回答 56.6％ 

 精神障害者の回答 46.5％ 

 手帳なし者の回答 63.6％ 

 身体障害者の回答 13.7％ 

 知的障害者の回答 11.5％ 

 精神障害者の回答 18.5％ 

 手帳なし者の回答 15.1％ 

 身体障害者の回答 8.6％ 

 知的障害者の回答 14.6％ 

 精神障害者の回答 24.0％ 

 手帳なし者の回答 1.4％ 

参考：宝塚市第５次障碍
がい

者施策長期推進計画 

宝塚市障害福祉計画(第６期計画)・宝塚市障害児福祉計画（第２期計画） 

 

 

（２）障害者が悩み･困りごとを相談する相手について 

・障害者の悩みや困りごとの相談先は、障害種別を問わず「家族･親戚」が最も多くなっています。 

・障害当事者の親が相談相手である場合には、親の加齢に伴い相談相手としての役割を担うことが困難

になってしまいます。 

・親の立場では『親亡き後』の不安の要因として「親の役割を担える存在を確保できるのか」という課

題を抱えています。 

 

 

 

 

 

参考：宝塚市第５次障碍
がい

者施策長期推進計画 

宝塚市障害福祉計画(第６期計画)・宝塚市障害児福祉計画（第２期計画） 

 

 

（３）外国人市民の孤立について 

・コロナ禍により、外国籍の方が生活全般・経済的な相談などで「せいかつ応援センター」への来

所者が増えた。 

・平時には生活が安定してるものの、コロナなどの有事においては、情報弱者となり、対応できる

制度が乏しくなり、急速かつ深刻な孤立状態に陥りました。 

せいかつ応援センターでの外国人の相談支援実績 

令和 1 年度 令和 2 年度 令和 3 年度（８月末現在） 

０件 ７５件 １０件 

 

障害者が悩み･困りごとを 

相談する相手 

   

障害種別 家族･親戚 知人･友人 相談支援事業所 施設 

身体障害者 40.6％ 17.5％ 2.4％ 9.0％ 

知的障害者 36.5％ 23.3％ 20.5％ 36.1％ 

精神障害者 41.0％ 14.5％ 8.0％ 25.5％ 

手帳なし 44.6％ 25.2％ 18.7％ 27.3％ 

６０歳以上の同居する家族が 

障害者を介助している割合 

障害種別 割合 

身体障害者 71.9％ 

知的障害者 26.7％ 

精神障害者 73.3％ 
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（４）ひきこもりの方について 

・内閣府の平成 30 年度の調査によると、「趣味の時だけ外出する」「近所のコンビニなどには出かけ

る」「自室からは出るが家からは出ない」「自室からほとんど出ない」という段階を総称する『広

義のひきこもり』の 40～64 歳の出現率（推計）は 1.45％で 61.3 万人と示され、15～39 歳の出現

率（推計）は 1.57％で 54.1 万人と示されています。 

 また、ひきこもりのきっかけは、「退職したこと」「人間関係がうまくいかなかったこと」「病気」

などが挙げられ、ひきもりの状態になってからの期間は、７年以上の者が約半数となっています。 

・出現率を本市の人口に当てはめると、40～64 歳では 1,209 人、15～39 歳では 782 人と推計され

ます（令和 2 年 12 月末現在）。 

 

 

（５）単身者等の増加に伴う課題について 
・「高齢者単独世帯」「高齢者夫婦のみ世帯」は年々増加しています。その中で、認知症や介護問題、

金銭管理などの課題に直面した時に家族による発見や支援が遅れ、日常生活に支障をきたす方が

増えると想定されます。 

・厚生労働省によると、認知症高齢者（日常自立度Ⅱ以上）の高齢者数は、2010 年の 280 万人から

2025 年には 470 万人になると試算されています。 

そのうち 235 万人の認知症高齢者が在宅生活を送るとされ、認知症の人が排除されない仕組み

づくりとして、地域での認知症への理解や認知症のケアの充実、医療・介護分野の連携が必要とな

ります。 

・R3.障害者白書によると、知的障害者・精神障害者数の 65 才以上の人数が、年々増加の傾向にあ

ります。障碍者支援センターでの利用者家族懇談会や当事者家族の会からは介護者の高齢化に伴

う「親亡き後の問題」や、「障害者の高齢化」に伴う地域生活の継続などについて懸念されていま

す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考：宝塚市地域福祉計画（第 3 期） 
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３．当事者の社会参加について 

社会参加の課題（就労）について 

・コロナ禍の影響で、ビル清掃や郵便物の投入などの仕事が減っていて、令和 2 年度の障害者求

人は 194,746 人と前年度から 22.8％減少しており、障害者が就労することが難しい現状です。 

・職場での障害の理解や仕事を見つける支援が必要との回答が多く、ジョブコーチなどの就労支

援者の充実や既存の求人だけでなく、新たな求人先を開拓することが必要とされています。 

 

「通園・通学をしているまたは働いている以外のいずれかに回答した方」 

問：あなたは今後どのような形で働きたいと思いますか？ 

 １位 ２位 ３位 

身体障害 作業所など福祉就労 31.7％ パートなどの非正規雇用 24.4％ 自宅でできる仕事（内職）17.1％ 

知的障害 作業所など福祉就労 58.1％ 会社員などの正規雇用 16.1％ パートなどの非正規雇用 12.9％ 

精神障害 作業所など福祉就労 27.0％ パートなどの非正規雇用 25.8％ 会社員などの正規雇用 21.3％ 

手帳なし パートなどの非正規雇用 66.7％ 自宅でできる仕事（内職）33.3％  

 

問：あなたが働く際に、特にどのような支援があったらよいと思いますか？ 

 １位 ２位 ３位 

身体障害 職場の障害への理解 46.3％ 
勤務場所における 

障害へ配慮した設備 34.1％ 

自分に合った仕事を 

見つけられる支援 31.7％ 

知的障害 職場の障害への理解 51.6％ 
自分に合った仕事を 

見つけられる支援 45.2％ 

就労後のフォローなど、職場と支

援機関の連携 35.5％ 

精神障害 短時間や勤務日数の配慮 56.2％ 職場への障碍への理解 50.6％ 
自分に合った仕事を 

見つけられる支援 29.2％ 

手帳なし 
①短時間や勤務日数の配慮②通勤の手段 ③勤務場所における障害への配慮した設備 

④在宅勤務の拡充 ⑤就労後のフォロー、仕事に役立つ講習等 33.3％ 

参考：宝塚市第５次障碍
がい

者施策長期推進計画 

宝塚市障害福祉計画(第６期計画)・宝塚市障害児福祉計画（第２期計画） 
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４．居場所機能の充実について 

・サロン参加者のアンケート調査やまちづくり計画、障害当事者や福祉専門職へのヒアリングに

よると、子ども・高齢者・障害当事者に限らず、多様な方が気軽に集まれる居場所づくりが必

要であることが明らかとなっています。 

・多様な居場所を作るには、既存の拠点以外にも、空き家や空き店舗、社会福祉施設、民間事業

所の空きスペースの活用を含めた、地域住民と社会福祉施設や民間事業所との協働を進めてい

く必要があります。 

■居場所におけるニーズについて（まちづくり計画の記載や各種ヒアリングから抽出） 

障 

害 
 

 
  
  
  
  
  

   
  
  
  
  
   

  
  
  
  
   

  
   

同世代の方が集まれる場が少ない 当事者 

互いに理解が進んでいない為、互いに不安もあり、サービスだけが居場

所となってしまっている 

当事者家族 

障がいのある方との交流、参加の場の充実 まちづくり計画 

障がい当事者が参加しやすいプログラムや本人が役割を担うプログラム

などを配慮した居場所づくりが必要 

校区ネットワー

ク会議 

コミュニケーションに障害がある場合、周囲の理解が得られると参加し

やすい 

ボランティア 

 

当事者との関わり方に不安がある。専門職が一緒または近くにいてくれ

ることで安心して交流することができる 

居場所の中でのルールを明確にし、お互いが気持ちよく参加できる場の

運営が必要 

居場所を通じて、関係性を築き、災害時においても、助け合えるように

なることが大事 

土日も空いており、トイレなどの設備がバリアフリー化されている場所

が少ない 

介護職 

 

日常生活の中で利用しているお店（薬局など）を居場所として活用して

いる例もある 

そ
の
他 

商店街の空き店舗、事業所の空きスペースや空き家を利用した地域の居

場所づくりが必要 

まちづくり計画 

 

男性の居場所、若者のフリースペース確保、居酒屋、食を通じた活動、

気軽に集える場の検討 

ふれあいサロン、いきいき百歳体操、ミニデイサービス、食事会等、既

存の交流、閉じこもり予防の居場所づくりの活動の継続支援、新規立ち

上げ支援が必要 

勤労世代や定年後の高齢者等が活躍できる場をつくる 

高齢者が気軽に（距離、立地、雰囲気）集える居場所が必要 

在宅勤務者が増え、インターネット環境が整備された居場所があれば嬉

しい。仕事をしながら、交流もできる 

ボランティア 

 

ニーズ 情報元 

児
童
・
子
育
て
世
代 

未就園児、小中高生、各年代にあった遊び、学習（宿題、自習）、体験

ができる居場所が必要 

まちづくり計画  

子育て世代同士、育児の悩み等、情報交換できる場が必要 

災害時の子どもの居場所が必要 

ひ
き
こ

も
り 

ひきこもりがちな人と交流できる機会が必要 
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５．災害（日常のつながり）について 

（１）近隣の手助けについて 

・日常生活が不自由になったとき、近所のつきあいの中で手助けしてほしいこと・手助けできることと

して、「災害時の手助け・安否確認」についての回答が最も多い。また、福祉活動者も、「災害時の避

難等に関する支援」について関心が高い。 

・日常生活での安否確認の見守り・声かけ等の回答も多く、災害時だけでなく平時の地域での見守り活

動が大切だという認識が広がっている。 

 

  

 

「参考：（第３期）宝塚市地域福祉計画」 

「参考：（第３期）宝塚市地域福祉計画」 
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（２）障害者の地域との関わりについて 

・「いざという時のためにも隣近所の付き合いを大切にしたい」が最も多く、緊急時に備えて、地域での

つながりづくりの支援が必要である。 

・安倉南・西身体障碍者支援センターの家族からの声として、地域の方々へ自分の子どものことを理解

してほしいという声が強くある。 

 

 

（３）災害が起こった時の障害者の心配ごと 

・身体、知的、精神障害の皆さんすべてが「心配なことがある」という回答が最も多い。心配なことに

ついては、身体障害の方は「避難所など、安全なところまで避難することができない」、知的障害の方

は「自力で救助を求めることができない」、精神障害の方は「必要な治療が受けられない、必要な薬が

手に入らない」、その他として「避難所などで障害に対する配慮をしてもらえるか心配」が最も多い。

障害の種別によって心配ごとは異なっており、ニーズに応じた配慮が必要である。 

 

 「参考：第５次障碍者施策長期推進計画 共通資料」 

「参考：第５次障碍者施策長期推進計画 共通資料」 
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（４）地域における団体などの活動の状況 

・自主防災組織の結成組織世帯数は、各年で増減している。また、令和元年度の自主防災組織の数は、

ほぼ横ばいの２３４団体となっている。地域ごとのまちづくり計画においても、自主防災会の拡大と

啓発活動、自主防災組織の充実を挙げているまちづくり協議会がある。 

 

 

・自治会の見守り活動として、緊急時の連絡先の把握、災害時要援護者支援制度の登録等が挙げられて

いる。災害時要援護者支援制度の避難支援組織数は、増加しており、令和元年度で４８団体となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・災害時の備えとして、自治会圏域やまちづくり協議会圏域で防災学習会や防災訓練等を実施している

ところが多い。まちづくり計画では、防災マップの見直しや災害マニュアルづくり、福祉施設との連携、

緊急時の連絡体制の充実等が挙げられている。  

「参考：（第３期）宝塚市地域福祉計画」 

「参考：（第３期）宝塚市地域福祉計画」 

「参考：宝塚社協自治会活動実態把握 

 アンケート（令和２年度実施）」 

0 20 40 60 80

緊急時の連絡際の把握
災害時要援護者⽀援制度の登録

防犯パトロール
⼦どもの登下校の⾒守り

特になし
⼾別の⾒守り訪問（もしくは、…

その他

［災害時要援護者支援制度の避難支援組織数］ 
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６ 制度狭間、複合多問題について 

 (1)市内各相談機関からの聞き取り調査の結果（高齢、障害、児童、行政より） 

   福祉専門職が課題と感じている点としては、①ひきこもりなどで自らが SOS を出せず、関わりが困

難や近隣同士の関係の希薄化、②単身世帯の増加や家族による支援力の脆弱化、③障害や認知症など

の人権を含む理解不足、④いわゆる 8050 問題やひとり親家庭などが抱える複合的な生活課題、⑤世

帯全体の問題へ対応する支援者間の連携体制の未整備と、大きく５点が課題としてあげられた。 

また、専門職向けの地域福祉研修後のアンケート結果から、専門職はそれぞれ制度の狭間での悩み

を抱えていることや専門職間の連携が十分ではないこと、地域住民との連携を強化することで、新た

な支援や活動を生み出せるなどの意見があり、これから、専門職間のネットワークの強化や、専門職

と地域住民が話し合い、連携しながら活動することなどが課題としてあげられた。 
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（７）宝塚社協の地域福祉推進プロセス
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３  計画策定委員会について

（１）第７次地域福祉推進計画策定委員会名簿
（敬称略）

氏　名 所属等

1 光村　正生 宝塚市自治会連合会　副会長

2 吉田　公平 宝塚市自治会ネットワーク会議　世話役

3 長岡　惠美 宝塚市民生委員・児童委員連合会　常任理事

4 横溝　ひとみ
宝塚市第6ブロック子ども館協議会　副理事長
山本山手コミュニティ

5 佐藤　亮太 宝塚市障害者自立生活支援センター　運営委員

6 今北　さゆり 宝塚市手をつなぐ育成会　会長

7 金川　紀子
宝塚市社会福祉法人連絡協議会　副代表
宝塚ひよこ保育園　園長

8 金子　博子
「みんなでつくるプロジェクト」プロジェクトマネジャー
ボランティアグループ「はっぴーばーばら」代表

9 鶴園　真紀 ボランティアグループ「サツキとメイの庭」代表

10 寺本　達也
兵庫県中小企業家同友会　障害者委員会　委員
宝塚商工会議所　青年部
株式会社てらす　代表取締役

11 赤井　稔 宝塚市役所健康福祉部　部長

12
藤井　博志
（委員長）

関西学院大学人間福祉学部社会福祉学科　教授

13
柴田　学
（副委員長）

関西学院大学人間福祉学部社会企業学科　専任講師

14 福本　芳博 宝塚市社会福祉協議会 理事長

15 川勝　陽一 宝塚市社会福祉協議会 理事

佐藤　寿一 宝塚市社会福祉協議会　常務理事（※第１回～第２回）

牟田　浩伸 宝塚市社会福祉協議会　常務理事兼事務局長（※第３回～第７回）

（期間：令和２年２月８日から令和４年３月３１日まで）

第７次地域福祉推進計画策定委員会  委員名簿

16
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（２）計画策定委員会の協議内容
■計画策定委員会の協議内容 

日程 主な内容 

令和３年２月２日・３日 

 

計画策定委員への事前説明会 

・第６次地域福祉推進計画の概要説明 

令和３年２月８日 第１回計画策定委員会 

（１）委員長・副委員長の選任について 

（２）第７次地域福祉推進の策定について 

①計画策定の概要について 

②国・宝塚市の福祉施策動向について 

③第６次地域福祉推進計画の到達点と第７次地域福祉推進計

画の課題について 

④次期計画策定に向けたワーキングチームの設置について 

（３）今後の計画策定スケジュールについて 

令和３年４月１３日 計画策定委員会座談会「宝塚の未来を語ろう」 

 テーマ「第７次地域福祉推進計画で実現したいこと」 

・ワールドカフェ方式で「解決したいことは何か」「こんなこと

があればいいな」「そのためにできることとは」などの話し合い 

令和３年６月２４日 第２回計画策定委員会 

（１）前回会議からの整理 

（２）居場所・持ち場について 

（３）７次計画の基本方針（スローガン）について 

令和３年８月２５日 第３回計画策定委員会 

（１）７次計画の重点項目について 

（２）７次計画の基本目標について 

令和３年１０月１５日 第４回計画策定委員会 

（１）７次計画の重要な項目における現状・課題・対策について 

令和３年１２月１５日 第５回計画策定委員会 

（１）７次計画の基本目標と実施目標・事業項目について 

令和４年１月１４日 第６回計画策定委員会 

（１）７次計画の事業体系（案）及び事業展開（案）について 

（２）基本方針について 

令和４年３月３日 第７回計画策定委員会 

（１）計画案について 

（２）基本方針について 
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（３）第７次地域福祉推進計画策定委員会設置要綱

 
 

社会福祉法人宝塚市社会福祉協議会 

第７次地域福祉推進計画策定委員会設置要綱 

 

(目 的) 

第１条 社会福祉法人宝塚市社会福祉協議会定款第３１条の規定に基づき、法人の委員会として位置

づけ、地域福祉活動推進のために、地域福祉推進計画の評価、策定にかかる具体的な方策や総合的

な提言を得るため、「第７次地域福祉推進計画策定委員会」（以下、「委員会」という）を設置する。 

 

(構 成) 

第２条 委員会の構成は、次の区分のうち、理事長が委嘱する委員で構成する。 

（１）自治会 

（２）民生児童委員 

  （３）まちづくり協議会 

  （４）当事者 

  （５）当事者家族 

  （６）社会福祉法人 

  （７）ボランティア・NPO 関係 

  （８）子育て世代 

  （９）企業・事業所 

  （１０）関係行政機関 

  （１１）学識経験者 

  （１２）宝塚市社会福祉協議会理事 

 

(所掌事務) 

第３条 委員会は、地域福祉活動に関する推進状況について把握や評価をし、地域福祉推進計画の策

定について、総合的な提言を行う。 

 

(委員長および副委員長の選出) 

第４条 委員長および副委員長の選出は、次の通りとする。 

（１）委員会に委員長、副委員長、各１名を置く。 

（２）委員長、副委員長は、委員の互選により決定する。 

（３）委員長は、会務を総理し、必要に応じて委員会を召集し、その座長となる。 

（４）副委員長は、委員長を補佐し、委員長が不在又は事故あるときは、その職務を代行する。 

 

(委員の任期について) 

第５条 委員の任期は、第１回策定委員会の開催日から計画の策定が終わるまでとする。 

 

(委員会の開催) 

第６条 委員会は、おおむね６回程度開催し理事長が招集する。 
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(理事会、評議員会への報告) 

第７条 委員会は、計画の策定段階の状況を必要に応じ、当会理事会及び評議員会へ報告するものと

する。 

 

(作業部会) 

第８条 策定作業を円滑に進めるため、委員会に補助機関としての実務者による作業部会を設置する

ことができる。 

２ 作業部会は、策定作業の細部にわたる検討を行い、当会職員等の実務者で構成する。 

 

(庶 務) 

第９条 委員会の庶務は、本会の事務局が処理する。 

 

(補 則) 

委員会の運営につき、この要綱に定めのない事項は理事長が委員会に諮り定める。 

 

 

付 則  

 (施行期日) 

  この要綱は、令和３年２月８日から施行する。 
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